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（仮称）世田谷区未来つながるプラン（素案）への区民意見及び区の考え方について 

 

 

１ 実施概要 

（１）意見募集期間 

  令和３年９月１５日（水）～令和３年１０月６日（水） 

（２）意見募集媒体 

  区のおしらせ特集号、ホームページ 等 

 

２ 意見提出人数及び件数 

（１）提出人数 １５９人 

 （内訳：ハガキ１３６人、手紙３人、ＦＡＸ１人、持参３人、ホームページ１６人） 

（２）提出件数 ２１０件 

 

３ 項目別件数 

項目 件数 

（１）計画全般 ２２件 

（２）４つの政策の柱に基づく取組み ７０件 

（３）ＤＸの推進 ２７件 

（４）行政経営改革の取組み ９件 

（５）その他、施策・事業に関するご意見・ご提案 ８２件 

合計 ２１０件 

 

  

別紙３ 
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４ 意見概要及び区の考え方 

（１）計画全般について 

No 意見概要 区の考え方 

1 20年ほど前までは区民であることが

誇りだったが、汚く、臭く、ごちゃ

ごちゃした街並みに、知人の多くが

転居していき、世田谷区の将来に不

安を覚えている。50 年以上世田谷区

に居住していて希望を持っている方

は少ない。子孫が永く、健康的に暮

らせるまちづくりをお願いしたい。 

本計画は地方版総合戦略として位置づけるとともに、４

つの政策の柱の一つとして、「高齢者・障害者をはじめす

べての区民の健康と生命を守る」を位置づけています。

誰もが「住みたいまち」「住み続けたいまち」を目指し、

住環境の維持・向上、職住近接に向けた取組みなどによ

り、持続可能で魅力ある世田谷を創出してまいります。 

2 「４つの政策の柱に基づく取組み」に

ついて、具体的・定量的な目標値があ

るとよい。政策の達成度や進捗度合い

を区民に共有することが可能となり、

区民の参加意識を高めることが重要

である。また、計画の進捗をインター

ネットで公表することで、区民の参加

意識や区政への理解向上につながる

と思う。 

４つの政策の柱に基づく施策の全ての事業について、原

則として定量的な行動量と成果指標を設定しています。

これにより、区民と目標を共有するとともに、策定後の

評価検証においては、指標に対する達成度合いや新公会

計制度を活用したフルコスト分析の結果を公表すること

で、区民視点に立った計画行政を推進してまいります。 

3 どのような計画であっても、発言力が

ある人や、発言が可能な人の意見に左

右される傾向がある。将来を考える際

には、生きることに精一杯で声を出せ

ない人のことをしっかりと考え、区民

の誰もが満足できるように取り組ん

でほしい。 

本計画は地方版総合戦略として位置づけるとともに、４

つの政策の柱の一つとして、「高齢者・障害者をはじめす

べての区民の健康と生命を守る」を位置づけています。

誰もが「住みたいまち」「住み続けたいまち」を目指し、

住環境の維持・向上、職住近接に向けた取組みなどによ

り、持続可能で魅力ある世田谷を創出してまいります。 

4 行政の計画では、「～の促進」「～の推

進」「～の向上」「～の見直し」が多く、

「何を」「いつまでに」「どうする」が

明確でないことが多いため、区民から

すると行政を評価することができな

い。 

４つの政策の柱に基づく施策の全ての事業について、原

則として定量的な行動量と成果指標を設定しています。

これにより、区民と目標を共有するとともに、策定後の

評価検証においては、指標に対する達成度合いや新公会

計制度を活用したフルコスト分析の結果を公表すること

で、区民視点に立った計画行政を推進してまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

5 行政の効率化やデジタル化が叫ばれ

て久しいが、遅々として進まない。コ

ロナ禍で一気に顕在化した印象があ

るが、これまで真剣に取り組んでこな

かったためである。行政は「何を」「い

つまで」「どうする」の工程を具体的

に計画すべきだ。「ＤＸの推進」や「行

政経営改革 10の視点」の内容は、具

体性に欠ける。民間企業の事業計画や

その進捗管理手法であるＫＰＩ管理

やＰＤＣＡサイクル管理を採用すべ

きだ。言放しは良くない。 

４つの政策の柱に基づく施策の全ての事業について、原

則として定量的な行動量と成果指標を設定し、行政評価

のプロセスにより、ＰＤＣＡサイクルに基づく進捗管理

を行ってまいります。 

また、ＤＸの推進や行政経営改革 10の視点について、取

組みの具体化を図り、トライ＆エラーを繰り返しながら

着実に推進してまいります。 

6 「基本構想」「基本計画」「未来つなが

るプラン」の関係がわかりにくい。ピ

ラミッド型で示された図では、「未来

つながるプラン」が基底をなすように

見えるが、一般的な理解からは逆の関

係に思える。三者の関係が理解され、

抽象→具体の関係に立たないと、実効

性が担保されない。また、「新実施計

画（後期）」と「政策方針」の対応関

係もよくわからない。 

計画案において、基本構想及び基本計画と本計画の関係

性を整理しました。引き続き、区民にわかりやすい計画

として策定に向けて取り組んでまいります。 

7 住民の健康と生活上の安全を守るこ

とに尽きると思う。その視点に立っ

て、計画を具体化させるべきである。 

政策の柱１（高齢者・障害者をはじめすべての区民の健

康と生命を守る）をはじめ、全ての施策において行動量

の計画値や成果指標の目標値を設定しております。 

8 ＳＤＧｓについて、関心の低い方にと

っては実際の行動がイメージしにく

いと思うので、区から具体的な提案や

お知らせを積極的に発信してはどう

か。 

ＳＤＧｓの取組みにあたっては、区民の関心を高める取

組みが肝要であると認識しております。いただいたご意

見等を踏まえ、効果的な情報発信のあり方について検討

してまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

9 かつては町会の「地域の括り」により

社会の課題解決を図っていたが、時間

の経過によりその位置づけは不明確

となり、今日の社会のニーズは「テー

マごとの括り」で発生するようになっ

ている。ＤＸの推進と、組織・規則・

意識の抜本的な改革により、「地域の

括り」と「テーマごとの括り」が、区

民に理解され、参加しやすい自治構造

となることを期待する。 

区では平成 26年に策定した基本計画に基づき、参加と協

働による区政を推進してきました。今後、デジタル技術

も活用して、コミュニティや政策形成の議論を深めるデ

ジタル・デモクラシーにより、多様な参加と協働を実現

してまいります。 

10 全体的に使用している用語が難解で

ある。新しい物事への理解を深めるた

めに、身近で説明していただく方がい

ると理解しやすいと思う。 

レイアウトの工夫など、視覚的に見やすい計画としてい

くとともに、専門用語などは極力使わず、誰にもわかり

やすい計画づくりを心がけてまいります。また、専門用

語など、広く一般の方に認知されていない用語を使わざ

るを得ない場合は、注釈を入れるなど、対応してまいり

ます。 

11 素案の内容は悪くないが、より具体的

な内容を落とし込んだ時に、どのよう

な取組みになるか心配である。実効

性・実現性のある取組みになることを

期待している。特に、外郭団体の見直

しに期待している。それぞれの活動や

取組みに、区民がどのように関わるこ

とができるか、関わらなければならな

いか明らかにし、多くの区民の協力を

得られる取組みになることを期待し

ている。 

４つの政策の柱に基づく取組み、ＤＸの推進、行政経営

改革の取組みについて、それぞれ具体的な行動量や成果

指標の設定を行っています。外郭団体の見直しにつきま

しても、改革の方針を踏まえた取組みの方向性や実現に

向けた具体的な取組み項目を設定しています。 

12 世田谷区の将来に向けた方向性が示

されていない中で、プランの内容は目

先の課題解決ばかりに焦点を当てた

内容になっている。現実を追いかける

だけでなく、世田谷らしさのある独自

の政策が示されることを望む。 

本計画では、令和６年度を初年度とする新たな基本計画

に向けた視点として、10年後の将来像を意識した方向性

をお示ししております。次期基本計画の検討にあたって

は、ご提案の視点等も踏まえ、世田谷らしい将来像につ

いて議論を重ねてまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

13 公平で公正な矛盾のない行政を望ん

でいる。様々な問題に対して、区民が

オープンに議論できる機会を設けて

ほしい。 

区では平成 26年に策定した基本計画に基づき、参加と協

働による区政を推進してきました。今後、デジタル技術

も活用して、コミュニティや政策形成の議論を深めるデ

ジタル・デモクラシーにより、多様な参加と協働を実現

してまいります。 

14 一度開始した事業の中止を決断しな

いこれまでの行政からの脱却を図る

計画と受け止め、評価する。４つの政

策の柱に適合するように、既存の事

業・計画の見直しに取り組んでほし

い。計画の実行体制として、縦割りを

打破し、庁内横断的かつ区民参加型を

組み合わせたワーキンググループに

より進めてほしい。 

いただいたご意見を踏まえ、引き続き、事務事業の見直

しを進めていくとともに、横断的連携や区民・事業者等

との参加と協働を一層推進させ、計画を進めてまいりま

す。 

15 素案の内容は具体性に欠ける。 計画案では、行政分野別の取組みごとに年次別の行動計

画や成果指標を設定し、具体的な内容をお示ししており

ます。 

16 現状の分析など、概ね理解できる内容

である。ただし、ＳＤＧｓは元々区が

目指しているところと同じであると

思うので、その旨を記載すべきであ

る。 

ＳＤＧｓの理念と世田谷区基本構想で掲げるビジョン、

基本計画、「未来つながるプラン」の取組みは、多くの点

で目指すべき方向性が重なることから、計画案において

も、その旨を記載しております。引き続き、ご意見の趣

旨も踏まえ、わかりやすい計画の策定に取り組んでまい

ります。 

17 政策の柱１（高齢者・障害者をはじめ

すべての区民の健康と生命を守る）の

個別施策について、その根底に課題が

ないか確認すべきである。 

４つの政策の柱に基づく施策については、これまで実施

してきた事業の評価・検証などによって浮かび上がった

様々な課題等を踏まえた内容となっております。また、

次の基本計画に向けては、現状と課題から解決策を積み

上げる（フォアキャスティング）だけではなく、あるべ

き未来の姿から逆算して現在やるべきことを構築する

（バックキャスティング）視点も持ち、検討を進めてま

いります。 

18 出生率の向上のために、何らかの手を

打つべきである。 

令和３年７月に実施した人口推計（補正）結果を踏まえ、

子育て世帯の転出を抑制し、転入・定住を促すとともに、

出生数を向上させていくため、子育て支援の一層の充実

に向けて取り組んでまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

19 計画を綿密に立てて縛られるよりも、

状況に応じて素早く行動できる体制

が重要ではないか。 

計画期間内の各年度末における取組み状況の見込みを踏

まえ、必要に応じて翌年度以降の年次別計画の見直しを

行い、公表する予定です。 

20 今後の２～３年間を対象とする全て

の計画では、新型コロナウイルス感染

症への対策が前提となる。感染者数を

重視してきた従来の対策から、重症者

数・死者数重視の対策へと転換や、医

療提供体制の再編を念頭に計画を策

定すべき。 

新型コロナウイルス感染症対策については、状況に応じ

て補正予算等で機動的に対応すべきものであることか

ら、本計画には位置づけておりませんが、区民生活の安

全と安心を守り抜くことを最優先とし、引き続き取り組

んでまいります。 

21 都内でありながら地方のような自然

環境を満喫できる世田谷区は、理想的

な住環境だと思う。誰もが暮らしたく

なる、また、戻ってきたいと思う街に

するべく、古い建築物や自然を残し、

地方に行かなくても心豊かな生活が

可能な世田谷区であってほしい。 

本計画は地方版総合戦略としても位置づけ、基本目標と

して「多くの世代の希望の実現」を掲げております。誰

もが「住みたいまち」「住み続けたいまち」を目指し、み

どり豊かな住環境の維持・向上、職住近接に向けた取組

みなどにより、持続可能で魅力ある世田谷を創出してま

いります。 

22 計画の策定に区職員の人件費を投じ

るのではなく、区内大学等に委託する

べきではないか。 

ご意見の趣旨も踏まえまして、効果的かつ効率的な計画

策定に向け取り組んでまいります。 
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（２）４つの政策の柱に基づく取組みについて 

No 意見概要 区の考え方 

23 防災無線は、コロナ・熱中症・気象

など、自治体の情報発信の機会を増

やす確かな手段の一つであり、特に

お年寄りはスマートフォンなど他の

方法で情報を得ることが難しいこと

もあることから、外の放送を聞いて

危機を察知することができるよう、

普段から防災無線を生活の中で活用

するべきである。区民を守る手段と

して、更なる活用を実践していただ

きたい。 

区は、主に災害時の避難情報や国民保護に関する情報の

発信手段として、防災行政無線を整備しています。ただ

し、平常時、日常生活における防災行政無線を活用した

放送については、様々なご意見があり、有効活用を図り

つつ、こうしたご意見への配慮も必要であると考えてお

ります。しかしながら、安全安心にかかる情報を確実に

区民の皆さんにお伝えすることは重要であると認識して

おり、携帯電話やスマートフォンをお持ちでない方にも、

こうした情報を確実に発信できるよう、エフエム世田谷

やテレビデータ放送（ｄボタン）・電話など様々な情報発

信手段を活用し、取り組んでまいります。 

24 世田谷区を南北に分割することを提

案する。都内で最大の人口を有し、自

治体としても行政サービスに苦労す

る場面があると思う。区内の交通手段

も不十分であり、区内の他地域に出掛

ける用事も少なく、関心も抱きにく

い。人口 50万人程度のコンパクトシ

ティを世田谷区に作ってほしい。 

世田谷区では、区内を５地域、28地区に区分し、地域に

総合支所、地区にまちづくりセンターを設置する地域行

政制度を導入しています。総合支所は、12万人から 26万

人規模となり、住民登録や戸籍事務、街づくり関連業務、

健康相談や保健指導などの地域保健に関する業務など総

合的なサービスの提供を行っています。このように生活

圏域を区分して、より身近な行政サービスを目指してお

り、いただいたご意見も参考に、効果的、効率的な行政

運営に努めます。 

25 コロナ禍のような新種のウイルスが

今後も発生する場合に備え、医療体制

の備えや計画に関して言及してほし

い。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「区民の健康の保持

増進と健康危機管理体制の強化」を位置づけており、新

型コロナウイルス感染症への対応の経験を踏まえ、健康

危機管理マニュアルや新型インフルエンザ等対策行動計

画の見直しに着手し、健康危機発生時に区民の生命と安

全確保を図るための課題整理を進めてまいります。 

26 区は、保育待機児解消に向けて施設整

備を優先して取り組んできたが、保育

の質の向上はどうするのか。 

政策の柱に基づく施策・事業として「乳幼児期の教育・

保育の支援の強化・拡充」を位置づけており、保育の質

向上に向けて、人材育成や運営支援に取り組んでまいり

ます。 
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No 意見概要 区の考え方 

27 今回のコロナ禍で明らかになったこ

ととして、地域医療体制の脆弱さが挙

げられる。世田谷区の取組みは認める

が、区民として安心はできない。墨田

区が、大阪市から人を招いて保健所と

医師会のチームを結成したが、このよ

うな柔軟な発想と迅速な行動を望む。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「区民の健康の保持

増進と健康危機管理体制の強化」を位置づけており、新

型コロナウイルス感染症への対応の経験を踏まえ、健康

危機管理マニュアルや新型インフルエンザ等対策行動計

画の見直しに着手し、健康危機発生時に区民の生命と安

全確保を図るための課題整理を進めてまいります。 

28 子育て支援の充実が必要である。 ４つの政策の柱の一つとして、「子ども若者の学びと育ち

の支援」を位置づけており、妊娠期から就学前までの切

れ目のない支援である世田谷版ネウボラや地域での見守

りによって、より支援の必要な子どもと家庭を早期かつ

適切に支援するようサポートの充実を図ってまいりま

す。また、「子ども・子育て応援都市」として、世田谷区

子ども計画（第２期）に基づき、子どもの成長と活動の

支援や子育て家庭に寄り添った相談・支援など、さらな

る子育て支援の充実を図ってまいります。 

29 小田急線が地下化され、歩きやすくな

った反面、通行人が増えている。下北

沢タウンホールから三角橋辺りまで

は、住宅が密集し、古い家がそのまま

残されている。また、道路が狭くなっ

ており、車通りも多く、危険である。

震災や火災が起きる前に、白紙に戻っ

た道路計画を再考してほしい。 

ご意見をいただいた下北沢駅周辺の都市計画道路補助第

54号線については、駅前交通広場へのバス等のアクセス

路となる第一期区間の早期開通に向けて事業に取り組ん

でおります。その他の区間についても、道路ネットワー

クの形成、地域の防災性向上などの観点から必要であり、

今後、事業中の区間の進捗状況と世田谷区全体の道路整

備事業の状況をみながら事業化を検討してまいります。 

30 障害者が、親亡き後も仲間とともに住

みなれた場所で暮らせるように、グル

ープホームやシェアハウスの充実を

進めてほしい。 

区では、障害のある方が望む自立した地域生活を送る居

住の場所や親亡き後を見据え、個々の状況に応じたグル

ープホームの整備が必要と認識しております。令和２年

には障害者施設整備等に係る基本方針を策定し、その中

ではグループホーム整備を重点的に取り組む課題の１つ

としております。この方針をもとに、現在、千歳台にあ

る区有地での整備・運営事業者の公募などを行っており

ます。引き続き整備促進を進めてまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

31 「高齢者が安心して住める世田谷」

も、未来につながる大きな指標として

掲げられるべきだと思う。また、世田

谷区のまちづくりセンターに、あんし

んすこやかセンターのような外部へ

のアクティブな機能を加えた「高齢者

を見守る」組織を設けてほしい。 

４つの政策の柱の一つとして、「高齢者・障害者をはじめ

すべての区民の健康と生命を守る」を位置づけており、

施策としても、認知症施策や居住支援、高齢者の地域参

加促進などを掲げております。区では、各地区のまちづ

くりセンターにあんしんすこやかセンターと社会福祉協

議会を一体整備し、三者が連携して地区課題に取り組ん

でおります。この三者連携により、高齢者が安心して住

み続けられるよう、高齢者の見守りに取り組んでまいり

ます。 

32 上祖師谷７丁目に居住しているが、区

内でも端に位置しており、生活圏も調

布市仙川町・仙川駅となるため、世田

谷区民としての意識を持てない。選挙

の際も、選挙カーがほとんど来ないた

め、候補者を選べず、白票を投じるこ

とが多い。地域行政制度を検討してほ

しい。 

区では、地域行政制度を導入し、28の地区（まちづくり

センター）、５つの地域（総合支所）、本庁の三層構造で

区民に身近な行政に取り組んでいます。烏山総合支所（南

烏山６丁目）では、住民登録や戸籍事務、街づくり関連

業務、健康相談や保健指導などの地域保健に関する業務

など総合的なサービスの提供を、上祖師谷まちづくりセ

ンター（上祖師谷６丁目）では、まちづくり活動の促進

や防災活動の支援、地区の情報発信などを行っています。

区や地域に関心を寄せていただけるよう様々な機会をと

らえ、また、ＩＣＴを活用するなど地域の情報などの発

信に努めてまいります。 

33 前回の台風の際に、自宅から徒歩で

20 分程度かかる尾山台区民センター

への避難の呼びかけがあったが、夜半

の大雨の中、すぐ近くに八幡中学校が

あるのに、なぜ遠くまで避難しなけれ

ばならないのか。 

令和元年台風第 19号の教訓から、多摩川洪水浸水想定区

域内に居住する方などへの避難については、多摩川洪水

浸水想定区域外にある区立小中学校を中心に水害時避難

所を選定しています。 

世田谷区洪水・内水氾濫ハザードマップの水害時避難行

動判定フローからご自宅の浸水想定をご確認いただき、

自宅での避難が可能であれば自宅での垂直避難、難しい

場合は自主避難、縁故避難、水害時避難所への避難をお

願いいたします。 

34 自宅の耐震対策を安価で実施できる

ように工事の補助をお願いしたい。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「安全で災害に強い

まちづくり」を位置づけており、施策を構成する事業と

して、「建築物の耐震化促進」を掲げております。 

旧耐震建築物にお住いの方が、耐震診断や耐震改修を行

う際に助成を行うことで、建築物の耐震化を促進し、安

全で災害に強いまちづくりを進めてまいります。 
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35 生産緑地が高齢化により宅地化する

など、高層住宅が増えて世田谷らしさ

が失われている。区民のための農園や

花畑公園、緑地は残してほしい。補助

52 号線の買収地（道路予定地）も有

効活用してほしい。 

区民に野菜づくりをとおして土に親しむ機会を提供し、

都市農業への関心と理解を深めていただくことを目的と

して区民農園事業を実施しております。令和３年４月現

在 18 園（合計面積約 19,000 ㎡）の農地を区民農園とし

て活用しております。 

農地を保全し区民が農に親しむ機会を提供する取組みと

して、農地保全の重点地区内でやむを得ず営農を継続す

ることが困難な生産緑地を一定の要件のもと区が取得

し、緑地や農業公園を整備するなどの取組みを行ってい

ます。 

また、区では、道路予定地について、道路築造工事が実

施されるまでの間、可能な部分については暫定的な活用

をしております。補助 52号線に関するご意見につきまし

ては、事業を行っている東京都へお伝えいたします。 

36 家庭で出来る大雨対策（自宅庭の保水

地化、雨樋を伝わった雨水を地面に流

す）や下水対策（台所の流水を排水溝

に直接流さず、浄水フィルターを取り

付ける等）を区民に周知するととも

に、区では氾濫の発生が想定される場

所への遊水地の設置や植林などの大

雨対策を進めるべきである。 

豪雨対策は、河川、下水道の整備に加え、大量の雨水を

河川、下水道に流出させないための対策である「流域対

策」が重要です。区は、この一環として、公共施設だけ

でなく、一般住宅を含む民間施設の建設時に、雨水浸透

施設、雨水貯留施設を設置していただくため、指導要綱

による指導を行うほか、助成制度を設け、既存の住宅な

どにも、雨水浸透施設、雨水タンクの設置を推進、促進

し、豪雨対策を進めています。 

なお、台所の排水の処理に関するご意見については、下

水道管理者である東京都下水道局にお伝えします。また、

遊水池につきましては、河川管理者である国や東京都の

計画する調節池等が早期に整備されるよう、引き続き働

きかけていきます。 

また、水環境の維持・増進を図り、防災・減災の機能を

併せ持つみどりやみどりの空間づくりに取り組んでいき

ます。 
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37 家庭で出来る生ごみと紙ごみの分別

を区民に周知するとともに、区では、

街路樹落葉の堆肥化を進めるべきで

ある。 

ごみの減量に関して、まずは不要なものを買わないとい

ったリデュースを中心として啓発を行っております。可

燃ごみの減量において、資源となる紙類の分別の徹底や

可燃ごみの約３割を占める生ごみの減量は、とても重要

であり、引き続き周知に努めてまいります。 

ご家庭で生ごみをたい肥化し、ご利用いただくことは、

生ごみの削減策として有効です。街路樹の落ち葉も含め

たたい肥の活用等について、都市部の他自治体の事例等

を参考にしてまいります。 

38 奥沢まちづくりセンターを出張所に

してほしい。各種証明書の発行等の手

続きには、等々力出張所まで行かなけ

ればならず不便である。区の施設がほ

とんどなく、忘れられた地区なのでは

と感じる。 

まちづくりセンターは身近な行政拠点として、地区にお

けるまちづくりの支援や住民票等の証明書発行を行って

います。今後、まちづくりセンターと総合支所、本庁を

つなぐシステムの整備により、手続きや相談がまちづく

りセンターで行えるよう、利便性の向上に努めます。  

39 大雨による土砂災害や河川の氾濫に

よる水害の発生に備え、分水路工事の

前倒しや新たな放水路の建設、地下貯

水槽の設置など、東京都と連携して区

民を水害から守る政策に期待してい

る。 

区は、４つの政策の柱に基づく施策として、「安全で災害

に強いまちづくり」を位置づけており、構成する事業と

して、「豪雨対策の推進」を掲げております。 

「世田谷区豪雨対策行動計画」で定めた４つの柱（「河川・

下水道整備」の推進、「流域対策」の強化、「家づくり・

まちづくり対策」の促進、「避難方策」の強化）について、

区民、事業者、国、東京都と連携・協働して豪雨対策に

取り組んでまいります。 

40 首都直下型地震等の大規模災害に対

する防災・減災の対策として、想定さ

れる被害・被災状況を一定範囲の地域

別に推定したワーストケースシナリ

オを作成するとともに、有事の際の避

難をはじめとした住民の具体的な行

動プランを示してほしい。 

区では、地区防災計画において、各地区の被害想定や危

険度を掲載していますが、これらのリスクも踏まえ、地

区における課題認識と対応の方向性などを検討する中で

住民の方々によって行動プランが具体化されていくこと

が重要であると認識しています。４つの政策の柱に基づ

く施策として「地域防災力の向上」を位置づけており、

区民の方が防災塾を通じて地区防災計画に携わり、避難

行動の理解向上や、個別避難計画の作成に取り組むこと

としています。大規模災害に備え、地域住民の防災意識

を高め、自助・共助を推進するとともに、災害対応力を

高める体制づくりを進め、地域防災力の向上を図ってま

いります。 
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No 意見概要 区の考え方 

41 防災の取組みとしては、震災対策を第

一とし、感電ブレーカーの 100％普及

や住民の初期消火体制の整備をはじ

めとした火災防止に注力すべきであ

る。 

感震ブレーカーにつきましては、簡易タイプ・分電盤タ

イプ・コンセントタイプをあっせんしております。現状

としては十分な普及になっておりませんが、通電火災へ

の対策として、停電時にはブレーカーを下すことを含め、

防災訓練、防災啓発物など様々な機会を通じて普及啓発

を進めてまいります。住民の初期消火体制の整備にあた

りましては、消火器をあっせんしております。住宅用と

しては粉末型、業務用としては粉末型と強化液型があり、

設置・使用する場所に応じて選択していただけます。感

震ブレーカーと同様に、今後も普及啓発を進めてまいり

ます。 

42 街づくりや区道整備が遅れている。ま

た、電線の地中化についても大変遅れ

ていると感じる。美観のためだけでな

く、防災や交通安全のためにも計画的

に推進してほしい。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、優先整備路

線の整備や地区まちづくりの推進を位置づけており、安

全で災害に強く、魅力あるまちづくりについて、計画的

に進めてまいります。 

また、区では、無電柱化の３つの目的である「都市防災

機能の強化」・「安全で快適な歩行空間の確保」・「良好な

都市景観の創出」のもと、世田谷区無電柱化推進計画を

策定し、無電柱化事業に取り組んでおります。 

43 障害のある方にとって、交流の場は必

須である。障害者を含めた多様な人を

受け入れる高齢者クラブ等で受け入

れ、相談対応も可能であるとなおよ

い。 

区は、精神障害施策の充実に向け、日中活動の場の整備

や地域施設の活用、地域の社会福祉協議会と連携した居

場所など、それぞれのライフスタイルに応じた日中活動

の展開に取り組んでまいります。 

44 少子化による人口減少は大問題であ

る。世田谷区独自の子どもを産み育て

やすい補助金の創設や環境整備が重

要である。 

少子化対策については、国や都の動向を注視しながらも、

「子ども・子育て応援都市」として、世田谷区子ども計

画（第２期）に基づき、妊娠や子育てに関わる経済的負

担の軽減、子育て家庭のニーズに沿った教育・保育施設

等の整備や一時預かり事業等の充実を図るとともに、子

どもを生み育てやすい環境の整備を進めてまいります。 



13 

 

No 意見概要 区の考え方 

45 環境問題の重要性について、教育等の

対策を進めてほしい。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「気候変動の緩和と

適応に対応する取組みの推進」を位置づけ、環境の取組

みを推進することとしています。区では、環境に配慮し

た行動変容に向けて、小学生向けの環境啓発イベントや

若者世代が主体的に気候危機問題を議論するフォーラム

の開催、省エネ行動など具体的な取組みを紹介するリー

フレットの作成・配布など、これからの未来を担う若者

世代への教育の視点を大切にして、環境啓発の推進に取

り組んでまいります。 

また、教育委員会では、あらゆる学習の機会を捉えて、

「持続可能な社会の創り手」を育成する観点から、環境

教育、国際理解教育など持続可能な開発のための教育に

取り組み、子どもたちが自主的・主体的に考え、取り組

む態度をはぐくみ、持続可能な社会の形成者としての成

長を促してまいります。 

46 高齢者が可能な限り自力での日常生

活を続けられるよう高齢者向け介護

住宅の整備を進めてほしい。 

見守りや生活支援のみを必要とする方から、ある程度の

介護も必要とする方までが入居できるサービス付き高齢

者向け住宅や有料老人ホーム、都市型軽費老人ホームの

整備誘導に努めてまいります。 

47 脱炭素社会の実現に向け、公共施設の

屋根や屋上に太陽光発電のパネルを

設置するべきだ。その電力を各施設で

自家消費すれば脱炭素化に寄与する

ことができる。 

学校等の公共施設を新築・改築する際に、「世田谷区環境

配慮公共施設整備指針（公共施設省エネ指針）」に基づき、

太陽光発電設備等の設置を進めております。脱炭素社会

の実現に向けて、引き続き取組みを進めてまいります。 

48 ゲリラ豪雨の際に避難所に指定され

た用賀小学校に行ったが、校門入口付

近に水が溜まっていて中に入れなか

ったので、整備してほしい。 

水害時避難所は浸水想定区域外の施設としております。

用賀小学校は、震災時の避難所であり水害時の避難所で

はありませんが、関係所管課と連携を図りながら震災時

に速やかに避難できるよう努めてまいります。 
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49 障害者を抱える世帯の増加が見込ま

れる中、東京リハビリテーションセン

ターからの地域移行に対応するため

に、区内５地域に区立のグループホー

ムの建設が必要になる。民間事業者に

よる運営とし、高齢者福祉施設との合

築することで社会的な理解を得なが

ら、親亡き後の障害者や孤独に落ち込

む高齢者のために行政の先進的な取

組みを期待したい。 

東京リハビリテーションセンターの入所者の地域移行先

として、グループホームの確保は重要な課題と認識して

おります。そのため、令和２年度に策定した障害者施設

整備等に係る基本方針において、グループホーム整備を

重点的に取り組む課題として掲げ、現在、千歳台にある

区有地での整備・運営事業者の公募など、民間事業者と

の連携による整備促進を図っているところです。今後と

も区有地等の公有地の活用などにより５地域の整備状況

も踏まえながら、民間事業者の整備・運営を誘導する形

で、グループホームの整備に取り組んでまいります。ま

た、高齢者福祉施設との合築については、敷地の規模に

よりますが、整備の際には可能性について検討してまい

ります。 

50 子育て世帯が住み続けたいと思う世

田谷区にするため、親子で楽しめる地

域の催物を企画するなど、子育て中の

親子同士が知り合う機会を作ってほ

しい。 

区では、「子ども・子育て応援都市」として、世田谷区子

ども計画（第２期）を定めており、子育て家庭が身近な

地域の中で、つどい、交流し、気軽に相談できる児童館

やおでかけひろば機能の充実を図っています。また、児

童館等で、保護者同士が交流する場や機会を充実させ、

保護者のネットワークづくりを支援しています。引き続

き、身近な場で保護者同士がつどい、交流し、地域の中

で楽しみながら子育てできるよう支援を充実してまいり

ます。 

51 児童相談所は土日や祝祭日も開所す

べきである。介入のタイミングは、親

が自宅にいる夜間や週末が多い。人手

が足りないのであれば、ボランティア

を活用してはどうか。 

区では、24時間 365日対応の世田谷区虐待通告ダイヤル

（℡0120-52-8343）を設け、また、全国共通の児童相談

所虐待対応ダイヤル（℡189）でも通告をお受けしており

ます。閉庁時間や土日・祝祭日においては、委託事業者

が通告を受けて、マニュアルに従い内容を判断し、必要

に応じて児童相談所職員に連絡が取れるようになってお

ります。その上で、緊急性がある場合は、警察への情報

提供を行うことや、必要に応じて児童相談所職員が対応

する体制を整えております。 

52 人口増加に対応して、道路の整備を進

めてほしい。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、都市計画道

路から地先道路までバランスのとれた道路ネットワーク

形成を目指しております。いただいたご意見も参考に、

「せたがや道づくりプラン」に基づき、区民の日常生活

を支える道路ネットワーク整備を計画的に進めてまいり

ます。 
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53 環境に配慮した後世に緑を残す取組

みとして、畑や緑地を残してほしい。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、みどりの保

全創出を位置づけており、市街地における貴重な樹林地

などを法令等に基づき保全し、区民に公開することで、

地域の貴重な緑地に対する区民理解の促進を図っていき

ます。 

54 防災の取組みとして、単にハザードマ

ップを配布するだけでなく、町内会を

通じて説明を徹底するべきだ。 

区は、洪水や内水氾濫、土砂災害のリスクを把握し、日

ごろの備えに役立てていただくよう、ハザードマップを

作成し、区施設窓口等で配布しています。また、町会・

自治会や地区によっては、地域の実情に応じた風水害に

関する防災訓練や防災講話等の機会を通じて、ハザード

マップ等を活用いただいております。引き続き、こうし

た地域でのハザードマップの活用を支援するとともに、

要請等に応じて区民の理解につながるよう必要な説明を

してまいります。 

55 区民の健康増進や地域活性化に向け

て、社会福祉協議会の各団体をＰＲ

し、参加を推進するべきだ。 

社会福祉協議会では、地域で開催されるイベント等で地

域支えあい活動団体のＰＲを行っている他、各地域の社

会福祉協議会事務所では、地域内のサロン、ミニデイの

一覧を配布しております。また、「せたがや福祉団体情報

サイト」では、地区ごとの活動団体の紹介や最新情報を

発信しております。支えあいの地域づくりのため、より

多くの方が各団体の活動へご参加いただけるよう取り組

んでまいります。 

56 今後、体力のある元気な高齢者が増え

ていくため、高齢者によるボランティ

ア活動を支援する組織を作ってはど

うか。また、海外からの労働者も増加

する中で、語学のできるボランティア

を募り、支援する組織を作ってはどう

か。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「高齢者の地域参加

促進」を位置づけており、「地域参加・地域貢献」のプロ

ジェクトの中で、高齢者の経験や活動意欲等を活かしな

がら、高齢者の活動機会の拡充を推進してまいります。 

57 道路の拡幅に取り組んでほしい。 ４つの政策の柱に基づく施策・事業として、都市計画道

路から地先道路までバランスのとれた道路ネットワーク

形成を目指しております。いただいたご意見も参考に、

「せたがや道づくりプラン」に基づき、区民の日常生活

を支える道路ネットワーク整備を計画的に進めてまいり

ます。 



16 

 

No 意見概要 区の考え方 

58 狭あいな道路や密集する住宅は、危険

であるだけでなく、様々な弊害を生ん

でおり、緑地や公園等、区民が休める

場所を増やすべきだ。 

緑地や公園整備について、世田谷区みどりの基本計画及

び世田谷区みどりの行動計画により推進していきます。 

また、現在区内 14地区において、国の補助事業等を活用

し、道路や公園の整備など、密集市街地の改善に向け取

り組んでおります。今後も引き続き、安全で災害に強い

まちの実現を目指し、取組みを進めてまいります。 

59 砧３丁目付近は道路が狭く、大規模災

害の際に、自動車での避難や救急車の

通行が妨げられることがないように

早期に道路拡幅を進めてほしい。拡幅

が完了するまでは、一方通行を導入

し、救急車両が反対から来た車両に道

幅を塞がれないようにすべきである。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、都市計画道

路から地先道路までバランスのとれた道路ネットワーク

形成を目指しております。いただいたご意見も参考に、

「せたがや道づくりプラン」に基づき、区民の日常生活

を支える道路ネットワーク整備を計画的に進めてまいり

ます。 

60 高齢者で視覚障害があるのだか、２年

前の台風接近時に、避難指示が分かり

にくく避難が難しかった。 

区は、令和元年台風第 19号を教訓とした風水害対策総点

検を実施し、様々な取組みを進めてまいりました。また、

災害対策基本法一部改正に伴う、国の「避難情報に関す

るガイドライン」の改定を踏まえ、避難情報を早めに発

令し、自主避難や縁故避難を含め、早めに避難行動をと

っていただけるよう、避難情報の基準等を見直しました。

今後とも、適時適切に分かりやすい避難情報の発令に努

めてまいります。 

61 低所得者や中間層向けに、質のよい住

宅を整備してほしい。 

区営住宅等では、住宅を確保することが困難な低所得世

帯や一部中堅所得層の家族向けに住戸を供給し、居住支

援を行っております。住宅の整備に関しましては、今後

の社会情勢等の変化に配慮し、多様な居住ニーズに対応

した良質な住宅の供給に努めてまいります。 

62 R60 -SETAGAYA- というプロジェクト

に参加している。世田谷区は、多才で

多彩な人材が揃っていることを積極

的にアピールすべきである。高齢化を

逆手に取り、シニア世代を活用してほ

しい。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「高齢者の地域参加

促進」を位置づけており、地域参加・地域貢献、就労・

就業支援をはじめとした５つのプロジェクトを推進し、

高齢者が地域で活躍できる環境を整備していきます。 

ご参加いただいている「R60-SETAGAYA-」のように、それ

ぞれの求める生き方に寄り添い、シニアの得意や特技、

専門性、暮らしの経験を活かしながら、生活を支える地

域事業者の仕事を通して地域との新しい接点を作り、シ

ニアの社会参加を活性化することを目指し取り組んでい

きます。 
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63 子ども食堂だけに頼らず、区と区民に

よる貧困家庭の子どもに対する食事

支援のシステムを早急に検討してほ

しい。 

区では、子ども食堂運営支援や生活困窮世帯に対して食

の緊急支援をするフードバンク事業等を行っている世田

谷区社会福祉協議会の取組みに対し支援するほか、子ど

もの貧困対策計画の生活の安定に資するための支援の一

環として、学習習慣や生活習慣に課題を抱えている生活

困窮世帯等の中学生を対象に、夕食の提供をはじめ生活

支援および学習支援、相談支援を通じて、居場所を提供

する事業を令和３年８月より実施しています。また、主

に小学１～４年生を対象として、学校の宿題等の自主学

習を支援する団体への助成事業では、食の提供について

も支援対象としています。その他、ひとり親家庭のメー

ルマガジン配信では、社会福祉協議会が関与する食の支

援に関する情報を提供しています。さらに、生活困窮世

帯だけではなく、子どもの食に課題があり必要な支援に

つながっていない養育困難家庭等を対象に、仕出し弁当

の配達による見守り支援に取り組んでおります。引き続

き関係所管と連携し、生活困窮世帯への支援を進めてま

いります。 

64 脱炭素社会の実現に向けて、ＳＤＧｓ

の観点から現在のごみ・リサイクル事

業を厳しく見直すべきである。例え

ば、生ごみとプラスチックの一括焼却

処理に代わる処理方法や、区でリサイ

クルしたごみが他自治体や他国の環

境負荷となっていないかなど、全地球

的な追跡調査が必要ではないか。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、「食品廃棄物

（生ごみ）削減の推進（食品ロスの削減）」を位置づけて

おり、生ごみ削減に取り組んでまいります。また、プラ

スチックについては、焼却処理や各種リサイクル手法の

環境負荷について分析を行っております。なお、家庭か

ら排出される使用済みプラスチック製品の分別収集につ

いては、再商品化手法により二酸化炭素削減効果や残渣

量（本来の目的で活用できないプラスチック）が大きく

変化すること、多額の経費がさらに必要になることもあ

り、今後のプラスチックの処理のあり方について検討を

進めております。 
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65 今の少子化を憂慮している。産婦人科

や小児科の少なさや、高額な出産費

用、保育所の待機児童問題等により、

子どもは一人生むのが限界で、二人は

考えられないという人が多い。このま

までは、女性の社会進出は単なるお題

目に過ぎず、子どもが減っていくのは

当然である。この悪循環を断ち、誰に

とっても住みやすい世田谷の未来を

切望する。 

少子化対策については、国や都の動向を注視しながらも、

「子ども・子育て応援都市」として、世田谷区子ども計

画（第２期）に基づき、妊娠や子育てに関わる経済的負

担の軽減、子育て家庭のニーズに沿った教育・保育施設

等の整備や一時預かり事業等の充実を図るとともに、子

どもを生み育てやすい環境の整備を進めてまいります。 

66 気候変動により激甚化・頻発化する災

害に起因する長期の停電の発生や今

般のコロナ禍の発生を踏まえ、防災の

取組みを強化する必要がある。特に、

避難所において、自律分散型電源や停

電対応型空調設備等を導入し、長期の

停電や感染症の発生に備える機能を

強化することが急務であることから、

「地域防災力の向上」の事業として、

「避難所の機能強化」の追加を提案す

る。 

区といたしましても、避難所における電源確保やコロナ

禍を踏まえた感染拡大防止策については課題であると認

識しており、備蓄や資器材の整備等の対策により、避難

所機能の強化に取り組むこととしています。こうした課

題については、中長期的な計画のもとで検討を進める必

要もあることから、世田谷区地域防災計画において取組

みの方針等を位置づけています。今後とも、各避難所の

環境整備をはじめ、避難者対策の推進に取り組んでまい

ります。 

67 政策の柱１に関連して、区立病院の新

設を提案する。新たな感染症や災害が

今後も発生する可能性が高いことに

加え、地域包括ケアシステムの構築に

より、自宅で在宅医療を受ける方が増

えることが想定されるが、現在の区の

医療体制では不十分である。 

区では、地域包括ケアシステムを構築する取組みの一環

として、医療と介護の両方を必要とする区民の誰もが、

住み慣れた自宅で安心して療養生活を送ることができる

よう、医療・介護関係者のネットワークづくりや、医療・

介護関係者間の情報共有の推進など、在宅医療・介護連

携推進事業の様々な施策を展開しています。引き続き、

医療・介護の関係機関の連携を深め、在宅医療と介護が

一体的に提供される、切れ目のない在宅医療と介護の提

供体制の構築に取り組んでまいります。なお、必要な病

床数など地域の医療提供体制の整備につきましては、東

京都地域医療構想のなかで検討がなされております。 
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68 持続可能な社会に向けて、ごみ収集の

見直しを行うべきである。民間委託で

はなく直営で清掃業務を行う世田谷

区でこそ実現できることを考え、住民

の意識改革に取り組むべきである。現

場職員による小学校の環境学習や中

学生の職場体験を通したＳＤＧｓへ

の意識を高める取組みに加え、ごみ有

料化も選択肢の一つではないか。 

ごみの減量については、「不要なものは買わない」といっ

た「リデュース」や使えるものは繰り返し使用する「リ

ユース」を中心に啓発を行っております。毎年 11月に全

戸配布を行っている「資源・ごみの収集カレンダー」や

ホームページ等を活用して引き続き区民や事業者が環境

に配慮した暮らしや事業活動へ転換できるよう啓発に努

めてまいります。 

また、小中学生に対する環境教育につきましては、現在

実施している清掃事務所の職員が直接学校で講義・実演

する出前講座の内容を充実させ、ＳＤＧｓにもつながる

意識を幼少期から育めるよう取り組んでまいります。家

庭ごみの有料化については、ごみ減量に効果があると言

われていますが、今後の検討課題と認識しております。 

69 政策の柱３（子ども若者の学びと育ち

の支援）に、子育てにかかる経済的負

担の軽減を加えてほしい。生産年齢人

口の維持や年少人口の増加にもつな

がるはずである。中高所得者の増加が

税収増加に大きく影響するので、低所

得家庭等の一部の子ども達に限らず、

全ての子ども達に対する経済的負担

の軽減をお願いしたい。 

４つの政策の柱の一つである「子ども若者の学びと育ち

の支援」では、コロナ禍による社会状況の変化などを踏

まえ、次期基本計画を見据え、令和４年度及び５年度に

集中的に行う施策で、特に重点的に取り組む必要がある

と考える「支援を必要とする子どもと家庭のサポート」

と「社会的養育の推進」を位置づけています。区では、

「子ども・子育て応援都市」として、世田谷区子ども計

画（第２期）を定めており、妊娠に関わる助成制度の充

実、医療費助成や幼児教育・保育の無償化による給付の

円滑な実施など、子育てに関わる経済的負担の軽減を図

りながら、子どもを生み育てやすい環境の整備を進めて

まいります。 

70 区内での災害発生時のライフライン

の供給方法を明確にすべきである。 

世田谷区地域防災計画において、災害発生時には、上下

水道、電気、ガス、通信などのライフライン関係機関が

相互に連携を保ちながら応急復旧対策、危険予防措置、

臨時供給活動などを迅速に実施することを定めていま

す。復旧情報や供給方法などについて、ライフライン各

社からの情報提供だけでなく、関係機関と連携し様々な

手段を活用して迅速な区民周知に努めてまいります。 
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71 子どもへの施策も大切だが、教員への

サポートの充実がより重要である。外

部委託や教育・教室運営以外の人材の

採用など、学校運営自体を見直すべき

である。子どもへの細やかな対応のた

めにも、教員が教育や教室運営という

本来業務に集中できる環境を整える

必要がある。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、教職員の支

援・人材育成の推進や学校支援・教職員等支援の強化、

地域・社会との連携強化などを位置づけております。 

研修の充実や学校を支援する人材の活用などにより、教

員指導力向上と負担の軽減を図り、子どもへの細やかな

対応により、教育の質の向上を図ってまいります。 

72 リサイクル・リユースの取組みやフー

ドバンク等に力を入れてほしい。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「循環型社会形成に

向けた３Ｒの取組みの推進」を位置づけており、発生抑

制と再使用を中心に再生利用も含めた３Ｒについて、区

民・事業者の意識醸成・行動促進を図り、ごみ減量と資

源化の取組みを進めてまいります。 

73 施策 19に「魅力あるまちづくり」と

あるが、「魅力的」とは抽象的な表現

である。「〇〇が持続可能なまちづく

り」等としてはどうか。 

政策の柱４「コロナ後を見据えた持続可能な社会の実現」

に基づく取組みとして、地区住民等の参加と協働の下、

地区特性に応じた持続可能な街づくりを進めてまいりま

す。これを踏まえ、施策名を「参加と協働による魅力あ

る街づくり」といたします。 

74 高齢者福祉の予算を削ってでも子育

てや若年層支援に予算を回してほし

い。 

４つの政策の柱の一つとして、「子ども若者の学びと育ち

の支援」を位置づけており、「子ども・子育て応援都市」

として、さらなる子育て支援の充実を図ってまいります。 

75 施策７（住み慣れた地域で安心して住

み続けられる居住支援の推進）に関連

して、住宅の世代交代を円滑に行う仕

組みが必要である。高齢者用マンショ

ンを建設し、同じ地域内の一戸建てに

住む高齢者に移住してもらい、空いた

家屋を若い世代が活用する仕組みが

あれば、孤独死の減少や若い世代の定

着につながると考える。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるよ

う、区では見守りや声かけ等の事業を実施しているほか、

空き家等になった場合に適切な維持管理を行い、次の所

有者に繋げていけるよう相談先を整備するなど、流通・

利活用の支援に努めているところです。いただいたご意

見につきましては、今後の施策検討の参考にさせていた

だきます。 
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No 意見概要 区の考え方 

76 ４つの政策の柱が、新型コロナウイル

ス対策と大規模自然災害に限定され

ており、ＳＤＧｓの「全ての人に健康

と福祉を」という目標からかけ離れて

いる。障害者総合支援法の制度の隙間

にいる 65 歳未満の高次脳機能障害者

やヤングケアラー等の、メディア等で

話題にならない苦境にある区民への

支援に目を配ってほしい。 

政策の柱１（高齢者・障害者をはじめすべての区民の健

康と生命を守る）では、全ての区民の健康維持・増進、

生命を守る取組みを推進することとしています。ご提案

の具体的な取組みについては、今後の施策推進にあたり

参考とさせていただきます。 

77 自転車が歩行者・自動車と接触する心

配のない防護柵付きの専用レーンを

設けられるように、道路拡張をすべ

き。 

世田谷区では平成 26年３月に策定した「せたがや道づく

りプラン」に基づき道路整備を進めております。 

また、平成 27年３月に「世田谷区自転車ネットワーク計

画」を策定し、計画的に自転車通行空間の整備を進めて

おります。自転車・歩行者・自動車がともに安全で快適

な通行空間の確保は重要な視点と認識しておりますが、

世田谷区の多くを占める道路幅の狭い道路においては、

必要な幅員を確保できないため、防護柵付きの自転車専

用レーンを整備することは難しい状況です。青矢羽根や

自転車のピクトグラムによるナビマークを路面に表示

し、自動車の運転手にも、自転車が車道の左側を走るこ

とをイメージしてもらい、互いに安全に配慮するような

意識づけをしております。なお、いただいご意見は今後

の参考にさせていただくとともに、環状七号線など国道

や都道については、各道路管理者に伝えてまいります。 

78 駅周辺の授乳室の設置や、ベビーカー

の貸出、親子で利用できるカフェな

ど、子育てしやすい街づくりをお願い

したい。 

４つの政策の柱の一つとして、「子ども若者の学びと育ち

の支援」を位置づけており、「子ども・子育て応援都市」

として、いただいたご意見も参考に、さらなる子育て支

援の充実を図ってまいります。 

79 高齢者の場合、物件の賃貸期間に年齢

制限があるなど、ハードルが高くなっ

ている。高齢者が一般の物件でも暮ら

し続けられるような制度を考えてほ

しい。 

区では、高齢者世帯等を対象に、民間賃貸住宅の空き室

情報を提供するお部屋探しサポート事業の他、福祉所管

でも様々な見守り制度を実施しております。こうした制

度の周知を図り、誰もが安心して住み続けられるまちを

目指してまいります。 

80 高齢者のために、高齢者施設を地域に

開き交流の場としたり、緑化活動でき

る農園を増やしてほしい。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「高齢者の地域参加

促進」を掲げ、様々な社会資源を活用しながら「居場所

づくり」等に取り組んでまいります。いただいたご意見

は、今後の施策の展開の参考とさせていただきます。 
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No 意見概要 区の考え方 

81 世田谷区には、多様性を認め合う社会

を謳い、条例も制定されている。その

実現に向けて、幼い時から色々な人が

いることを学校で触れて学び合うこ

とで、子どもは育ち合えると考える。

その意識づくりのためにも、「インク

ルーシブ教育」を目指す取組みを始め

てほしい。 

今後、教育総合センターをインクルーシブ教育推進の拠

点と位置づけ、大学や企業、政策研究部門と連携した教

育課題の研究を実施し、それらの成果・普及を通じてイ

ンクルーシブ教育を実践する知識やスキルを有する教職

員の育成を図ります。また、様々な相談に総合的に対応

する切れ目のない支援や、専門チームによる支援の充実

を図り、子ども一人一人の特性に応じた支援の強化に向

け取り組みます。誰一人置き去りにされることなく全て

の子どもたちが共に学び共に育ち、生き生きと充実した

学校生活を送ることができるよう、教育総合センターの

機能を十分に発揮し、どの子どもも等しく認められ尊重

されるインクルーシブ教育を推進してまいります。 
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82 ＤＸの推進を機に、本庁・総合支所・

まちづくりセンターの３層構造を、本

庁・まちづくりセンターの２層にフラ

ット化することを求める。細分化され

た業務は統合し、コロナ禍の教訓から

保健所を増強するとともに、相互をネ

ットワークで連携する。まちづくりセ

ンターで区民が必要とする全ての行

政手続がワンストップで受けられる

ようにする。自宅療養、障がい者、出

歩くことが困難な区民には、ノンスト

ップサービスを構築する。これらによ

り、将来的には「誰でもいつでもどこ

でも」サービスを受けられるようにす

る。本庁は最小限の人員とし、まちづ

くりセンターと双方向のオンライン

連携や業務データの処理・集約を担

い、窓口機能は廃止する。すなわち、

本庁は区民サービスのデータセンタ

ーの役割と都・国とのオンライン連携

を司ることとし、これによる余剰人員

は、単純事務作業から解放され、地方

自治の基本理念、街づくり条例、その

他住民福祉、教育、子育て、防災など

の専門職としてのスキルを研修によ

って身に付け、区民に頼りにされる職

員に生まれ変わらせる。参加と協働

は、行政職員と区民の信頼と協調によ

って実現する。「地域行政条例」（名称

は「地区住民自治条例」とすべき）を

策定すれば解決するという問題では

ない。「理念条例」と揶揄されたり、

アリバイづくり・実績づくりの条例で

あってはならない。ＤＸ化は現状の電

子情報化ではない。ＤＸによって根本

から行政機能を再構築することから

始まる。個人情報の保護を国の低い基

準に下げることがあってはならない。 

本庁、総合支所、まちづくりセンターの三層構造は、地

区・地域の問題を区民の皆さんが課題として認識し、解

決に向けた方策を探る、住民自治の実をあげるための仕

組みと考えております。  

まちづくりセンターは身近な行政拠点として、地区にお

けるまちづくりの支援やコーディネート機能などを充実

強化していく方針です。映像システムの整備による手続

き・相談がまちづくりセンターで行えるなど、利便性の

向上に努めます。また、地域行政制度の充実強化に必要

な職員の育成に努めてまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

83 高齢化社会への対応として、中高年層

の健康維持が重要である。特に、生活

習慣病への対策が必要である。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「区民の健康の保持

増進と健康危機管理体制の強化」を位置づけており、構

成する事業として、「生活習慣病予防の推進」を掲げてお

ります。オンライン講座・動画配信等のＩＣＴ活用や事

業者等との連携等により、区民の健康づくりに向けた環

境を整備してまいります。 

84 ごみ拾いやフードロスを考える取組

みやイベントを開催してほしい。 

ごみゼロデーや食品ロス削減月間などを契機として、国

や東京都などが実施するイベント等を活用しながら食品

ロスの削減を含めたごみ減量の啓発に関する効果的な取

組みを進めてまいります。 

85 避難所には、外科医や内科医だけでな

く、眼科医や歯科医等の専門分野の医

師にも協力をしてもらうべきである。 

世田谷区地域防災計画に基づき、災害時に緊急医療救護

所及び医療救護所に「医療救護班」、「歯科医療救護班」、

「薬剤師班」、「柔道整復師班」を編成し、傷病者に対す

る応急処置等を行うよう、関係団体と協定と締結し、発

災直後からの負傷者に対し迅速に医療救護活動を行える

体制を整備してまいります。 

86 ＰＣや生け花、英会話、楽器等が得意

な近隣住民が月１・２回学校に来ても

らい、子ども達の学びにつなげる取組

みを行ってはどうか。 

区立小・中学校では、特色のある学校づくりの一環とし

て、音楽や茶道、華道等、様々な分野において、地域の

方々と連携した取組みを行っております。今後も、いた

だいたご意見を参考に、より良い活動となるよう検討し

てまいります。 

87 水道管の水流を活用した発電や、雨水

を貯留して世田谷ダムを建設してほ

しい。 

小水力発電の導入は、土木所管が設置の可能性について

検討した結果、水利権や事業の採算性に課題があると聞

いています。所管として事業採算性や維持管理の面で多

くの課題があると認識しております。いただいたご意見

等を踏まえ、可能性について、引き続き検討してまいり

ます。なお、「世田谷ダム」は、一人ひとりができる豪雨

対策として、区内の全世帯に雨水タンクを設置いただい

た場合、その雨水貯留量が小規模ダムに匹敵するという

区の考え方です。引き続き、雨水タンクなどの雨水貯留

浸透施設の設置を促進するなど、豪雨対策を進めていき

ます。 
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No 意見概要 区の考え方 

88 太陽光発電設置に対する補助制度や、

プラスチックごみ削減の取組みに関

するポイント制度を導入してほしい。 

既存住宅を対象とした太陽光発電システムの設置に対す

る補助については、令和３年度より「世田谷区環境配慮

型住宅リノベーション推進事業」の補助対象としており

ます。本計画では４つの政策の柱に基づく施策として、

「気候変動の緩和と適応に対応する取組みの推進」を位

置づけており、引き続き脱炭素社会の実現に向けて取り

組んでまいります。 

また、プラスチック資源循環施策について、現在検討を

進めており、今後区民のご意見も頂きながら、十分かつ

丁寧に進めてまいります。 

89 ごみ回収について、ビン・缶のごみ回

収前日のコンテナ設置や、布・服回収

の 24 時間化、可燃ごみのコンポスト

回収などを検討してほしい。 

リサイクル施設での処理を適切に行うため、ガラスビン

や缶は袋から出した上で排出していただくようコンテナ

による回収を行っております。なお、区内２か所の古着

古布回収拠点は、多くの方にご利用いただいております。

回収拠点の設置には様々な課題があることから、現在区

では身近な場所での回収として、地域で行われている古

着古布回収についてホームページなどで情報発信を行っ

ています。生ごみや衣類、衛生用品などの可燃ごみにつ

いては、ふた付の容器または中身の見える袋に入れて集

積所にお出しいただいております。コンポストの設置に

ついてのご意見は、今後の参考とさせていただきます。 
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No 意見概要 区の考え方 

90 下北沢駅南西口から鎌倉通りの踏切

跡に続く空中通路の建設について、災

害時に倒壊するリスクやのぞき見に

よる犯罪リスクの増大、深夜の騒音で

安全・安心な生活が脅かされることか

ら、建設中止を検討してほしい。 

小田急線が地下化した線路跡地の利用（上部利用）につ

きましては、区民の参加と協働を経て策定した、「小田急

線上部利用計画」に基づき整備を進めております。下北

沢駅南西口の空中通路（立体緑地）につきましても、上

部利用計画に位置づけ、歩行者の安全性と回遊性の向上、

新たなまちの魅力創出等に向け整備を予定しておりまし

たが、設計内容をはじめ周辺住宅地への影響や地域との

合意形成のあり方など、整備を行うには、今しばらく時

間を要するものと考えております。一方で、上部利用に

つきましては、世田谷代田駅・東北沢駅周辺の施設整備

が完了し、今後は下北沢駅周辺が中心となってまいりま

す。現在、下北沢駅南西口では区・鉄道事業者の施設整

備が進んでおり、地域の方をはじめ、多くの関係者から、

上部利用施設の早期利用開始を期待する声もいただくな

かで、立体緑地計画予定地につきましては暫定形態では

ありますが、緑地や広場として早期完成を目指し整備を

進めているところです。今後につきましては、立体緑地

の設計内容等の検討状況に合わせ、引き続き、地域の方々

との意見交換を行いながら進めてまいります。 

91 子ども達への支援とともに、子ども達

を支援する保育士・教員・介護士・相

談員等が安心して暮らせる環境整備

に取り組んでほしい。こうした人達の

質を向上させてほしい。 

教員は、教材作成や授業準備はもとより、保護者や地域

との連携など、担う事務は多岐に渡っています。教員が

担う事務等を見直し、事務改善や人的支援を行うととも

に相談体制を構築するなど、環境整備に取り組んでいま

す。また、研修等の充実により、教員の質の向上に努め

ます。 

また、保育士については、区独自の処遇改善支援等によ

り保育士が安心して働き続けられる環境を整備するとと

もに、「世田谷区保育の質ガイドライン」や「世田谷区教

育・保育実践コンパス」に基づく質の高い教育・保育を

実践できるよう、保育士の専門性や資質向上に向けた取

組みを推進してまいります。 

92 区が先頭に立って、プラスチックのリ

サイクルの仕組みを作ってほしい。 

プラスチック資源循環施策について、現在検討を進めて

おり、今後区民のご意見も頂きながら、十分かつ丁寧に

進めてまいります。 
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（３）ＤＸの推進について 

No 意見概要 区の考え方 

93 行政に最も不足しているのは労働生

産性である。区役所はＤＸが遅れて

いる。本来は行政がその音頭を取る

べきだが、逆に足を引っ張ってい

る。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.

１」では、「行政サービスの Re・Design」「参加と協働の

Re・Design」「区役所の Re・Design」の３つの方針を立て

ております。これらの方針のもと、区役所の内部の業務

改善と職員の意識改革を進め、ＤＸの取組みを加速して

まいります。 

94 夕方や夜間に学校校舎を開放し、ＰＣ

やスマートフォン教室を開いてほし

い。 

区では、平日夜間や土日祝日など、学校生活に支障のな

い範囲で学校の体育館や校庭の開放を進めております。

教室につきましては、児童・生徒の持ち物や個人情報、

授業で使用する教材などがあり、体育館や校庭と同じよ

うに広く一般の方に開放することは難しい状況です。一

方で、一部の学校には教室の他にランチルーム等の共用

スペースがございますので、こちらをパソコン・スマホ

教室の会場として利用することができないか、学校と協

議の上、検討を進めてまいります。 

デジタルデバイド対策として、高齢者等へのスマートフ

ォン操作等の支援は重要だと考えており、区では、まち

づくりセンターでのスマートフォン体験会を実施してい

るところです。引き続き、誰一人取り残さないデジタル

社会の実現に向け、デジタルデバイド対策に取り組んで

まいります。 

95 行政サービスは、どんどんオンライン

化を進めるべきである。区役所の職員

は、パソコンが苦手な高齢者の支援に

必要な程度とし、イベントの企画・実

行等に人員を割くべきである。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

のもと、オンライン手続きの拡充や、区役所の内部の業

務改善と職員の意識改革などに取り組み、生み出された

人材と財源を福祉サービスなどの区民により身近な地域

の諸課題への対応にシフトするなど、業務の再構築を進

めてまいります。 

96 理念だけの記載で具体策が不明であ

る。ＤＸ化は大いに推進すべきだが、

例えば「マイナンバーカードの普及率

を〇〇％まで増やす」等の数字目標が

ないと、進捗がわからない。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

の「行政サービスの Re・Design」「参加と協働の Re・

Design」「区役所の Re・Design」の３つの方針におけるそ

れぞれの取組みに対して、未来つながるプランの計画期

間である令和５年度末までの目標を記載しております。 
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97 世田谷区でも至急押印を廃止してほ

しい。 

区では、申請書・届出書等における「押印見直しの基準」

を令和３年２月に定め、２千以上の申請書・届出書等に

ついて押印を原則として廃止しました。しかしながら、

法令等により押印が必要とされる書類もまだあるため、

国や都の動向なども踏まえながら、今後も押印の見直し

に継続して取り組んでまいります。 

98 ＤＸの推進にあたり、PLAN－DO－SEE

のデジタル化とそれに対応する行政

組織の改革を同時に進めることが必

要である。 

①マイナンバーによる情報の一元化 

②行政の事業への統一したプロジェ

クトナンバーの付与 

③①②をベースとしたデータベース

化 

④計画部門と実施部門の切り離し 

⑤ペーパーレスは目的ではなく単な

る手段 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

の３つの方針におけるそれぞれの取組みに対して、未来

つながるプランの計画期間である令和５年度末までの目

標を記載しております。デジタル化が目的化してしまう

ことがないよう留意し、ＥＢＰＭ（Evidence Based 

Policy Making 事実に基づく政策形成）の取組みなどを

通じて業務改革を進めてまいります。 

99 新型コロナウイルスワクチン接種の

予約で明らかになったように、ＩＣＴ

基盤の活用やＤＸの推進が進むこと

で、取り残される人が出る。特に教育

の場では、家庭環境に作用される要素

が大きい。ＩＣＴに詳しい高齢者や学

生の活用、導入時の初期費用援助な

ど、取り残される人が出ないような具

体策を示してほしい。 

区では、区立小中学校に通う児童・生徒全員に１人１台

のタブレット端末を無償配備し、ＩＣＴを活用した新た

な学びを推進しています。家庭学習で利用する際にはイ

ンターネット環境が必要となるため、経済的事情により

自宅にインターネット通信環境の整っていない家庭を対

象とした支援「ＩＣＴ環境整備補助」を行っています。

ＩＣＴ教育での地域人材の活用につきましては、学校支

援コーディネーター等との連携を考えてまいります。 

100 ＤＸを推進するとのことだが、スマー

トフォンやタブレットを購入できな

い人はどうすればよいのか。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、全ての区民にとって、行政サービスの選択と利用

のハードルを下げ、快適なサービス利用をデザインして

いくこととしています。スマートフォンなどをお持ちで

ない方への対応も検討しながら行政サービスの利便性向

上につながるよう推進してまいります。 
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101 区役所新庁舎の整備について、マイナ

ンバーカードの利用が一般化すれば、

窓口業務は不要になると考える。誰で

も使える方法を区民に発信し、「東京

一」の自治体を目指してほしい。 

いただいたご意見も踏まえ、マイナンバーカードを用い

た行政手続のオンライン申請化を引き続き推進してまい

ります。 

102 世田谷区ではいまだに押印を求めて

いるが、至急押印を廃止するべきであ

る。 

区では、申請書・届出書等における「押印見直しの基準」

を令和３年２月に定め、２千以上の申請書・届出書等に

ついて押印を原則として廃止しました。しかしながら、

法令等により押印が必要とされる書類もまだあるため、

国や都の動向なども踏まえながら、今後も押印の見直し

に継続して取り組んでまいります。 

103 「行政サービスの Re・Design」につ

いて、転入・転出手続きなど、一つの

手続きを試験的に全てオンラインで

実施してはどうか。 

オンラインでの試験的な取組みについては、国による「引

越しワンストップサービス（自治体手続）」のサービス検

証等が行われており、世田谷区も参加しております。引

越しに伴う自治体手続きについて、マイナンバーカード

のマイナポータルを通じたオンラインによる転出届・転

入予約の実現に向けて、令和３年度に検討会及び現地検

証を実施し、その成果をとりまとめることとしています。 

104 住民のデータを拡充するための基本

の取組みとして、マイナンバーカード

の普及を図るべきだ。 

いただいたご意見も踏まえ、マイナンバーカードを用い

た行政手続のオンライン申請化を引き続き推進してまい

ります。 

105 ＤＸの推進について、世田谷区だけの

ガラパゴスシステムを構築すること

がないよう留意すべきである。デジタ

ル庁が推進する国・都の仕組みと十分

に連携し、相互のリソースを活用でき

るように無駄を省くべきである。その

ためには、Enterprise Architecture

の考え方が不可欠であり、ビジネス・

データ・アプリケーション・テクノロ

ジーの４つの視点で、国・都・区のそ

れぞれのレベルで標準化を検討する

ことが必要である。国・都に対して、

標準化にあたっての指針の策定を求

め、Architecture の設計を進めてほ

しい。 

令和３年９月に施行された地方公共団体情報システム標

準化法に基づき、国の標準化基準に適合した 17業務のシ

ステム利用が義務付けられ、令和７年度までの移行を目

指すこととされています。関係府省から順次示されてい

る標準仕様書・標準的な業務フローも参考に、現在の業

務フローの見直しを行い、標準化への対応を進めます。

国が策定する国・地方の情報システムの整備方針を踏ま

えて、設計段階からデータ連携やオープンデータ等によ

る活用を想定した情報システム整備に努めてまいりま

す。 
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106 ＤＸの推進にあたり、都内 23 区は共

通のシステムを構築すべきである。ま

た、可能なものはプッシュ型にすべき

である。システム化には多くの所管が

関係するため、リモート会議を活用し

てほしい。 

令和３年９月に施行された地方公共団体情報システム標

準化法に基づき、国の標準化基準に適合した 17業務のシ

ステム利用が義務付けられ、令和７年度までの移行を目

指すこととされています。関係府省から順次示されてい

る標準仕様書・標準的な業務フローも参考に、現在の業

務フローの見直しを行い、標準化対応を進めるとともに、

情報提供サービスの手法などを含めて、東京 23区など他

自治体との情報共有等を図りながら、情報システム整備

を進めます。また、コロナ禍で活用が進んでいるリモー

ト会議については、環境整備を通じて引き続き促進して

まいります。 

107 「Re・Design SETAGAYA」とあるが、

Re・Designの主体は誰なのか。また、

ＤＸにより様々な面で効率化が進む

ことはよいことだが、先にＤＸを推進

すべきであり、結果として新庁舎の建

設は無駄であったと考える。そして、

デジタルデバイドのフォローのため

に、縦割り行政を打破し、地域密着の

総合支所の機能を強化すべきである。 

Re・Designの主体は、世田谷区に関わる全ての人です。

区役所であり、区民であり、区に関わる事業者です。令

和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」で

は、「行政サービスの Re・Design」として区民の視点や困

りごとに立ち返り、行政サービスを再構築していくこと

を掲げており、デジタル化により、全ての区民にとって、

行政サービスの選択と利用のハードルを下げ、快適なサ

ービス利用をデザインしていくこととしています。本庁

舎の整備や地域行政の推進等において、今後もＤＸの視

点を踏まえて、検討を進めてまいります。 

108 せたがや Payに登録したが、キャッシ

ュレスの取組みの一環なのか。何がし

たいのかよくわからない。 

せたがや Pay については、キャッシュレス決済機能だけ

でなく、今後ボランティア活動や区の関連施策との連携

も予定しており、区内消費や経済循環を促すためのプラ

ットフォームとして発展させたいと考えております。地

元に親しまれる地域通貨アプリを目指し、発行元の世田

谷区商店街振興組合連合会と協力して推進してまいりま

す。 

109 ＤＸの推進は積極的に推進するべき

である。全ての手続きが自宅のＰＣで

完結できるのが理想である。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、「行政サービスの Re・Design」を方針の一つに掲

げ、区民が時間や場所を選ばず、必要な情報を得たり問

合わせや手続きができる環境を目指しています。本計画

においても、区民の視点に立った快適な行政サービスの

提供に向けて、ＤＸの推進に取り組んでまいります。 

110 各種申請手続について、マイナンバー

制度の趣旨を踏まえて、より簡便な申

請・支給手続に改めてほしい。 

いただいたご意見も踏まえ、マイナンバーカードを用い

た行政手続のオンライン申請化を引き続き推進してまい

ります。 
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111 ＤＸの推進にあたっては、現状で適し

ているか否かに関わらず、手続き・面

談・会議等の可能なものは全て取り組

むべきである。最初からミスを完全に

無くすのではなく、まずは取組みを行

い、運用開始後に課題に気がついた場

合はその場で改善していくスピード

感で進めてほしい。 

本計画においても、ＤＸ推進にあたっての具体的な取組

みについては、即着手できるものからスモールスタート

し、改善を進めていくこととしています。いただいたご

意見も踏まえ、スピード感をもって、ＤＸの推進に取り

組んでまいります。 

112 デジタル技術を活用し、高齢者がスマ

ートフォンやＰＣからオンラインで

様々な活動に参加できるようにする

ため、使い方を含めた教育や参加の場

を提供したり、スマートフォン・ＰＣ

を活用した高齢者の健康確認等に取

り組むことを提案する。 

４つの政策の柱に基づく施策として、「高齢者の地域参加

促進」を位置づけており、「地域参加・地域貢献」や「知

と学び」のプロジェクトの中で、高齢者の経験や活動意

欲等を活かしながら、高齢者がスマートフォンやＰＣを

活用できるよう講座を開催するとともに、Wi－Fi環境の

整備を進めるなど、デジタルを活用した参加の場等を提

供してまいります。 

また、現在、まちづくりセンター等でのスマートフォン

体験会を実施しているところです。引き続き、誰一人取

り残さない、人にやさしいデジタル化の実現に向け、デ

ジタルデバイド対策に取り組んでまいります。 
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113 ＰＤＣＡサイクルについて、常に

Check、Act（検査、改善）を行なうこ

とが基本である。ＩＳＯ等の標準を確

認して、改善すべきである。ＤＸは区

の行政の革新のための最重要課題で

あり、区民一人ひとりと行政を直接繋

げるＩＣＴ化は急務である。そのため

には、区民・行政のそれぞれの側のシ

ステムを抜本的に見直し、新しいＩＣ

Ｔシステムの構築が必要である。しか

し、その検討・課題は区の計画の対象

とされず、ＤＸ化が極端に遅れ現在に

至っている。なぜ、ＤＸ化が遅れたの

か検証し、不作為の原因と対策を示す

べきである。ＤＸ化とは、区民一人ひ

とりと行政が電子的につながり、新し

い社会システムを構築することであ

る。区職員はどのような構想に基づき

新しいシステムを開発・運用するのか

を明らかにするとともに、区民がその

システム構築に参加する機会を設け

るべきである。区内の輸送・運送手段

は無人化し、自動走行車・無人運搬機・

ドローン等を駆使して、道路の渋滞、

交通事故、通勤地獄のない、カーボン

ニュートラルの社会を構築するモデ

ル地域を作り、順次拡大してほしい。

さらに、医療・介護・健康・教育（高

齢者も含む）各分野において徹底的な

ＩＣＴ化の計画を策定し、その立案に

関しては区民を参加させること。新し

い社会の構築に向けた取組みを進め

るにあたり、広く区民等の斬新で多様

な思考に耳を傾けること。これらの実

現に向けて、区と区民が、電子的に意

見・議論を行うシステムを早急に構築

すべきである。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、「行政サービスの Re・Design」を方針の一つに掲

げ、区民が時間や場所を選ばず、必要な情報を得たり問

合わせや手続きができる環境を目指しています。本計画

においても、区民の視点に立った快適な行政サービスの

提供に向けて、スピード感をもって、ＤＸの推進に取り

組んでまいります。 
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114 ＤＸの推進を目指しているとのこと

だが、アナログの形での区民による問

い合わせや参加等が引き続き可能で

あることは必須である。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、「行政サービスの Re・Design」として区民の視点や

困りごとに立ち返り、行政サービスを再構築していくこ

とを掲げており、デジタル化により、全ての区民にとっ

て、行政サービスの選択と利用のハードルを下げ、快適

なサービス利用をデザインしていくこととしています。

国の自治体向けガイドライン等を参考に区が定める情報

セキュリティポリシーにより、情報セキュリティ対策の

実効性を確保しながら、ＤＸの推進に取り組んでまいり

ます。 

115 デジタル関連法の施行により個人情

報保護の水準が落ちることのないよ

うにしてほしい。 

改正個人情報保護法は、地方公共団体には令和５年春頃

に適用される予定です。区では、今後国から示される政

令・ガイドライン等の情報をもとに検討を行い、必要に

応じて国に制度の改善を要望するなど、個人情報が適切

に保護されるよう取り組んでまいります。 

116 ＤＸ以前のサービス方法も残してほ

しい。最近では区報でも「詳しくはホ

ームページで」との記載が多く、困っ

ている。また、区役所では、区政情報

センター以外に使える端末がなく、Ｄ

Ｘを推進するのであれば不足してい

るのではないか。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、「行政サービスの Re・Design」として区民の視点や

困りごとに立ち返り、行政サービスを再構築していくこ

とを掲げており、デジタル化により、全ての区民にとっ

て、行政サービスの選択と利用のハードルを下げ、快適

なサービス利用をデザインしていくこととしています。

令和４年度及び５年度には、区役所や総合支所に出向か

ず、まちづくりセンターでのオンライン手続き、相談が

できる環境整備を一部の地区で試行するなど、スマート

フォンやタブレットを利用できない方もデジタル化の恩

恵が受けられるよう、誰一人取り残さない、人に優しい

デジタル化を目指して取組みを進めてまいります。 

117 デジタル化は、それ自体は目的ではな

く手段である。ＤＸの推進を契機に、

業務のあり方を考え直すべきである。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、「行政サービスの Re・Design」「参加と協働の Re・

Design」「区役所の Re・Design」の 3つの方針を立てまし

た。ＤＸの推進にあたっては、デジタル化が目的化して

しまわないよう留意し、取組みを進めてまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

118 ＤＸの推進に際して、デジタル環境の

整っていない家庭や操作等が不得手

のデジタル難民を取り残さないでほ

しい。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、全ての区民にとって、行政サービスの選択と利用

のハードルを下げ、快適なサービス利用をデザインして

いくこととしています。スマートフォンなどをお持ちで

ない方への対応も検討しながら行政サービスの利便性向

上につながるよう推進してまいります。 

119 ＤＸの推進を契機として、これまで長

く継続してきた事業を含めて必要性

を精査し、業務改善によって生み出し

た人員や予算を活用して、デジタル化

への対応が困難な高齢者への相談・支

援業務に注力してはどうか。 

令和３年３月に策定した「世田谷区ＤＸ推進方針 ver.1」

では、「行政サービスの Re・Design」「参加と協働の Re・

Design」「区役所の Re・Design」の３つの方針を立てまし

た。これらの方針のもと、オンライン手続きの拡充や、

区役所の内部の業務改善と職員の意識改革などに取り組

み、生み出された人材と財源を福祉サービスなどの区民

により身近な地域の諸課題への対応にシフトするなど、

業務の再構築を進めていきます。 

また、ＰＤＣＡサイクルに基づく事業の進捗管理を適切

に行い、社会情勢や区民ニーズを踏まえた事業の必要性

や有効性等を検証し、必要に応じた事業の見直し・改善

や業務の効率化等を進めることにより、限りある予算や

人材の効果的な活用に取り組んでまいります。 
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（４）行政経営改革の取組みについて 

No 意見概要 区の考え方 

120 どのような取組みであっても、施策

を進めることで経費が増えることに

なる。何らかの形でコストカットを

図り、増税なしを念頭に取り組んで

ほしい。 

本計画では、行政需要の増大や厳しい財政状況を踏まえ

た持続可能な行財政運営を行うため、行政経営改革の取

組みを引き続き位置づけております。 

事業の見直し・改善や業務の効率化等による経費の削減

や抑制の取組みを着実に進めてまいります。 

121 ふるさと納税について、国への制度変

更の主張を続けるべきである。景品付

きセールのような制度により、税収が

他自治体に奪われる制度は悪法であ

る。 

行政経営改革 10 の視点に基づく取組みとして、「寄附文

化の醸成とふるさと納税対策の推進」を位置づけており、

取組み項目として、制度見直しに向けた取組みを掲げて

います。これまでも区は、国に対して特別区長会一体と

なって制度是正を求めており、引き続き、制度是正の訴

えを続けてまいります。 

122 外郭団体は天下り先になっており、区

民の不信につながっているため、縮小

すべき。事業は、区民のボランティア

やアルバイト等で継続していけばよ

い。 

「外郭団体の見直し」では、外郭団体を取り巻く状況が

設立時から大きく変化するなか、各団体の設立目的に沿

って団体の存在意義や事業の公益性・必要性から見直し

を進めることとしています。併せて、団体が専門的な業

務を担うための人材育成の取組みを支援してまいりま

す。 

123 高齢化の進展による税収の落ち込み

や医療費の増大が見込まれる中、元気

な住民の協力を得て自治体によるサ

ービスコストの抑制を図る視点が重

要である。例えば、粗大ごみや燃えな

いごみ等を、住民が自ら処理場に持ち

込むことを可能にしてはどうか。住民

の利便性向上とコスト削減につなが

る。 

世田谷区では、粗大ごみの船橋中継所への区民の方の直

接持ち込みを土日限定で実施しています。住民自らの処

理施設持ち込みにより、自治体が負担するコストの一部

削減も可能となるかと存じます。しかし、23区の不燃ご

みや粗大ごみの処理施設では、ごみを個々の住民が持ち

込むことを想定しておらず、仮に可能となった場合には、

持ち込む車両による渋滞など処理施設周辺に大きな影響

が発生することが懸念されます。また、各家庭の車両が

走行し搬入するよりも、現状の専用車両による収集体制

で搬入する方が二酸化炭素排出削減の面からもメリット

が大きいとも考えられます。いずれにしましても、自治

体のコスト縮減及び住民の利便性の向上に向け、区とし

ても、引き続き検討してまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

124 老朽化や少子化の影響により小学校

や保育園が統合されるケースが増え

ているが、行政の負担軽減だけでな

く、園児や家族の負担も考慮して検討

してほしい。行政が統廃合をするな

ら、恒久的に安全安心のための予算を

確保すべき。 

小・中学校の適正規模化・適正配置の考えに基づき平成

30年度に下北沢小学校を開設いたしました。以前から保

護者の方々からご心配いただいている通学路の安全確保

につきましては、毎年行われる学校やＰＴＡを中心とし

た通学路の安全点検の他、通学路交通安全プログラムに

基づき、４年に１回は、小学校・ＰＴＡ・道路管理者・

警察・教育委員会参加のもと通学路合同点検を実施して

おります。引き続き通学路の安心安全のため、学校やＰ

ＴＡの皆様のご協力をいただき、区の関係部署及び学校

とも連携するとともに、必要な対策をできることから順

次実施し、通学路の安全対策の向上と安全確保に努めて

まいります。 

また、区立保育園については、建物の老朽化が進んでい

ることもあり、限られた予算・人員の中で待機児童ゼロ

の継続や保育の質の向上、在宅子育て支援など区立保育

園の役割を果たせるよう、地域・地区の状況を鑑みなが

ら、再整備を進めております。今後も利用者の方のご意

見を参考にしながら再整備に取り組んでまいります。 

125 計画を策定し実践するには、財源を伴

う必要がある。そのため、ふるさと納

税の中止を国に働きかけてはどうか。

制度開始以来 13年も経過しており、

人口が過密する自治体の住民サービ

スに支障を来たしている。 

行政経営改革 10 の視点に基づく取組みとして、「寄附文

化の醸成とふるさと納税対策の推進」を位置づけており、

取組み項目として、制度見直しに向けた取組みを掲げて

います。これまでも区は、国に対して特別区長会一体と

なって制度是正を求めており、引き続き、制度是正の訴

えを続けてまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

126 素案Ｐ51 

区施設による環境負荷軽減には、建物

の省エネ性能の向上に加えて、コージ

ェネレーションシステムや再生可能

エネルギーの導入によるエネルギー

の有効活用が必要と考えるため、以下

のとおり変更することを提案する。 

<変更案> 

職員による環境配慮行動を推進する

とともに、新庁舎をはじめとする区施

設の断熱性能の向上や再生可能エネ

ルギー、高効率設備（コージェネレー

ションシステム等）の導入などを進

め、脱炭素社会の構築に向けた省エネ

ルギーの促進とＣＯ₂排出量の抑制を

図り、環境負荷低減に努めます。 

ご意見のとおり、環境負荷低減に向けては、省エネルギ

ーに関する取組みとともに、再生可能エネルギーに関す

る取組みを進めていくことが重要です。区施設等におき

ましても、「区施設等のエネルギー使用量の削減」に挙げ

ている省エネルギーに関する取組みとともに、再生可能

エネルギー設備の導入等についても引き続き進めてまい

ります。 

127 素案Ｐ60 

「世田谷区公共施設等総合管理計画」

にも記載されているとおり、公共施設

整備の効率化には、初期投資だけでは

なくライフサイクルコストの観点が

必要であること、また、公共施設の多

くは、平時の機能に加えて、災害発生

時に防災拠点の機能を担うことを明

確にするため、以下のとおり変更する

ことを提案する。 

<変更案> 

既存施設を適切に保全、長寿命化しつ

つ、必要かつ合理的な更新を進める。

また、新規施設は計画的に整備し、ラ

イフサイクル全体においてより少な

い費用で、防災拠点の機能を含む必要

な機能を提供する「省インフラ」を実

現する。 

「全体方針」は、公共施設の適切な管理、保全、更新に

取り組むため、将来的な財政見通しに基づき、取組み方

針と財政目標を示した公共施設等総合管理計画（令和３

年９月一部改訂）を踏まえた記載となっております。な

お、公共施設等総合管理計画では、ライフサイクルコス

ト（ＬＣＣ）の観点も踏まえた計画となっており、効果

的・効率的な公共施設整備を徹底してまいります。 
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No 意見概要 区の考え方 

128 公共施設の維持・管理には膨大な財源

が必要になるため、福祉、保健、介護、

子育て等、各分野でそれぞれの施設を

整備するのではなく、様々な部門が協

力して、柔軟に多様な使い方が可能な

施設を検討してほしい。 

区といたしましても、今般のコロナ禍のように、これか

らの未来に何が起こるかわからない中、限られた財源で

区民の皆様に役立つフレキシブルな施設の必要性につい

て認識しております。公共施設等総合管理計画における

基本方針の中では、「複合化・多機能化」として、建物の

合築により集約を図る「複合化」、同一の建物を複数の用

途で共有し有効活用する「多機能化」を徹底することや、

「将来に対応できる建物への転換」として、将来の社会

的需要に応じたレイアウトの見直しや改修工事などに柔

軟に対応できる、スケルトンインフィル（建物の構造体

と設備配管等を分離することで、改修や用途変更などに

柔軟に対応できる建物計画）や、施設需要の変化に応じ

たコンバージョンの考えを取り入れるとしております。

今後ともこの方針に沿って、公共施設を適切に管理、保

全、更新してまいります。 
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（５）その他、施策・事業に関するご意見・ご提案について 

No 意見概要 区の考え方 

129 憲法 20条３項で宗教活動の禁止が規

定されていることで、国公立学校で

は宗教教育を実施できず、結果とし

て教育の質の低下につながってい

る。世田谷区は、国士館で宗教教育

を実施するなど、何らかの形で宗教

教育を行うべきである。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 

130 相続等により土地の小区画化が進み、

緑が消えてしまっている。数少ない貴

重な樹木についても、落葉が多く、管

理者が高齢者の場合は処理も負担に

なっており、伐採をせざるを得ない状

況にある。容易に管理できる方法や管

理費の補助など、伐採せずに済む方策

はないか。 

樹木の管理費用を補助する制度はありませんが、保存樹

木等に指定された場合は剪定等の支援を行っています。

落ち葉については、区民主体の落ち葉ひろいリレーとい

う行事があり、区民が自由参加で落ち葉の掃除をしてい

ます。樹木は個人の財産ではありますが、できる範囲で

の支援を図っております。 

131 空き家になっている家屋について、所

有者が管理できていない場合に、区が

勧告等の処置を行ってほしい。特に、

ごみ屋敷状態の家屋に対する対応を

検討してほしい。 

空き家は個人資産であることから、空き家の適切な管理

は所有者の責任です。引き続き、所有者の意向に応じた

活用が進むよう取り組むとともに、状態の悪い空き家に

ついては、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基

づいた対応を進めていきます。 

また、いわゆるごみ屋敷については「世田谷区住居等の

適正な管理による良好な生活環境の保全に関する条例」

に定められています。条例では、住居等に大量に物をた

め込み害虫や悪臭を発生させたり、物品が敷地外にはみ

出し通行の妨げになるなど居住者と近隣住民の生活環境

が著しく損なわれている状態を「管理不全な状態」とし

ています。専門家等からなる審査会で「管理不全な状態」

と判断された場合、現場調査・指導等適切な段階を踏ん

で、勧告を行うことがあります。 

132 ひとり暮らしや身寄りのない高齢者

を対象に、葬儀生前契約や死後事務委

任契約等の終活サポートの取組みを

やってほしい。 

社会福祉協議会では、高齢者等の単身世帯が増加し、親

族等からの支援が得られないなか、葬儀・埋葬や自宅家

財の処分、遺言など手続きに不安を感じる区民が増えて

いる現状を踏まえ、高齢者が死後事務の手続きを自ら選

択し、事前に準備することで、安心して生活できるよう

終活相談会を実施しております。 
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No 意見概要 区の考え方 

133 世田谷区独自の特典を設けたイベン

トや募金を行い、道路整備や様々な取

組みを行うことで、世田谷区を盛り上

げてほしい。 

新型コロナウイルス感染症対策への寄附募集の取組みと

して、令和２年４月 30日より「世田谷区新型コロナウイ

ルスをともに乗りこえる寄附金」の募集を開始し、医療

機関への支援やＰＣＲ検査体制の強化に活用させていた

だきました。いただいたご意見は、コロナ後の社会を見

据えた今後の施策検討にあたり、参考とさせていただき

ます。 

134 防災や景観美化のために、電線の地中

化を進めてほしい。 

区では、無電柱化の３つの目的である「都市防災機能の

強化」・「安全で快適な歩行空間の確保」・「良好な都市景

観の創出」のもと、世田谷区無電柱化推進計画を策定し、

無電柱化事業に取り組んでおります。 

135 九品仏区民会館のリニューアルによ

り、一部の手続きが出来なくなり、自

宅から遠い玉川区民会館まで足を運

ばなければならなくなった。立派な施

設なのだから、他に活用ができないか

考えてほしい。高齢者にとって優しい

行政を望む。 

九品仏複合施設については、九品仏まちづくりセンター、

奥沢地区会館、九品仏あんしんすこやかセンター、社会

福祉協議会九品仏地区事務局の４つの機能を一つにした

ものであり、従前の九品仏まちづくりセンターで行って

いた行政サービスは引き続きご利用いただけます。引き

続き、いただいたご意見も参考に、区民の視点に立った

行政サービスのあり方を検討してまいります。 

136 今回のコロナ禍により、ケアワークの

価値が浮き彫りになり、ケアワーカー

や当事者に対する支援やそれに協同

する市民活動を意識した施策の重要

性が明確になった。特に、心の不調を

抱えた方やそのケアラーに対する支

援が遅れていると感じるが、必要な支

援を届けるために、計画を策定しては

どうか。 

「心の不調を抱えた方」やその家族に対して、「区民が生

涯にわたり健やかでこころ豊かに暮らすことができる地

域社会の実現」を目指し、平成 24 年３月に健康せたがや

プラン（第２次）を策定しております。その重点施策に

「こころの健康づくり」を位置づけ、当事者・家族を中

心に据えた相談支援の体制強化を図っております。また、

こころの不調や精神疾患について普及啓発や情報発信に

取組み、地域で支えあい、こころの病気があっても無く

ても支えあって暮らせるような地域づくりを進めており

ます。今回の未来つながるプランにおいては、施策６（区

民の健康の保持増進と健康危機管理体制の強化）に「6-

2 こころの健康づくり」を位置づけ、こころの健康を支

える人材育成に関する講座の機会の拡充に取り組んでま

いります。 
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No 意見概要 区の考え方 

137 世田谷区には会計監査制度はあるが、

行政監査制度が存在しないのは問題

である。早急に行政監査制度を設け、

第三者の目で監視し、区が選んだ専門

家ではなく公正な審議によりチェッ

クする機会が必要である。 

地方自治法に基づき、監査委員は、区の財務に関する事

務の執行に関する監査（財務監査）のみならず、区のそ

の他の事務の執行についての監査（行政監査）も行って

おり、区長から独立した立場で、行財政全般にわたって、

公正性・効率性等の観点からチェックを行っています。 

また、外部評価委員会などにより、政策の客観的な評価・

検証を行うとともに、平成 26年に策定した基本計画に基

づき、区民の参加と協働による区政を推進してきました。

今後、デジタル技術も活用して、コミュニティや政策形

成の議論を深めるデジタル・デモクラシーにより、さら

なる参加と協働を推進し、区民に開かれた公正な区政を

実現してまいります。 

138 区の委託事業者が、駅周辺で駐輪違反

の取り締まりをしており、足の不自由

な私がＡＴＭを利用する 10～15 分程

度の短時間の駐輪でも注意されてし

まう。例えば、午前 10 時～午後３時

等と時間を限定して、駐輪を可能にす

ることはできないか。 

放置自転車は、車椅子やベビーカーなどの通行の妨げと

なるだけでなく、非常時や災害時における救出活動に支

障を来すなど、様々な弊害がございます。そのため、道

路上の駐輪は、場所や理由、時間の長短に関わらず、自

転車をすぐに動かせない状態になった時点で放置とみな

し、撤去しております。放置は、安全な通行の妨げとな

るため、整理誘導員を配置し放置防止に努めています。

買い物時に自転車を使用される場合は、お近くの駐輪場

をご利用くださいますようお願いいたします。 

139 交通ルールを守らない人が多い。道路

上に、自転車の絵の標示があるのを目

にするが、歩行者の絵を表示すれば、

交通ルールを守る人が増えるのでは

ないか。 

歩行者に自動車の走行について注意喚起し、安全に歩行

できるようにするため、路側帯などのカラー舗装を行っ

ております。 

また、交通安全教室の実施や広報活動等、様々な手法に

より交通ルールの周知を図るなど、引き続き交通安全啓

発に取り組んでまいります。 

140 防災の観点から、東京都と連携して、

電柱の埋没を進めてほしい。特に、電

柱が林立した狭い通りは、地震が発生

した時に危ない。 

区では、無電柱化の３つの目的である「都市防災機能の

強化」・「安全で快適な歩行空間の確保」・「良好な都市景

観の創出」のもと、世田谷区無電柱化推進計画を策定し、

無電柱化事業に取り組んでおります。また、東京都と情

報を共有し、進めてまいります。 
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141 世田谷区は、23 区で最多の人口を有

するにもかかわらず、大企業がないた

めか、高齢者にとっては暮らしにく

い。二子玉川に 50 年近く住んでいる

が、周辺のお店が高く、生活に困って

いる。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 

142 介護従事者や保育所の職員について、

他自治体よりも研修等を充実し、待遇

を充実することで、優秀な人材の確保

と就労意欲の向上に努めてほしい。 

区では、平成 19年度に世田谷区福祉人材育成・研修セン

ターを開設し、「福祉の理解」「人材発掘・就労支援」「人

材育成」「事業者支援・活動支援」「福祉のしごと魅力発

信」に取り組んでいます。このうち「人材育成」では、

高齢分野の職員等を対象とした専門性向上等に関する約

40の研修や講座を実施し、昨年度は延べ４千人を超える

方に参加いただきました。また、特別養護老人ホーム等

が実施する施設内研修に対し助成しているほか、国家資

格である介護福祉士の資格取得費用助成を行うなど、職

員のキャリアアップに対する支援も行っております。引

き続き、高度化・多様化する介護ニーズに応え得る人材

の確保・育成に努めてまいります。 

また、保育所の職員については、区独自の処遇改善支援

等により保育士が安心して働き続けられる環境を整備す

るとともに、「世田谷区保育の質ガイドライン」や「世田

谷区教育・保育実践コンパス」に基づく質の高い教育・

保育を実践できるよう、保育士の専門性や資質向上に向

けた取組みを推進してまいります。 

143 大阪で実施している野戦病院のよう

な施設を早期に確保し、新型コロナウ

イルス感染症の重症化を防ぐ対策を

打つよう東京都に強く要望してほし

い。 

入院を必要とする者が、まずは迅速に病床又は臨時の医

療施設等に受け入れられ、確実な入院につなげる体制整

備を都に継続して要望するとともに、区においても酸素

療養ステーションを整備するなど次の感染拡大に向けた

安心確保のための取組みを進めてまいります。 
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144 財政の健全化・インフラ整備なども大

事だが、文化保護をおろそかにしては

「世田谷の文化」は育たない。文化遺

産である前川國男氏の設計による区

庁舎は改築が進んでしまっているが、

世界に誇る建築家の作品があること

をもっとアピールして、シビックプラ

イドを育成していくべきである。公園

や緑を守る世田谷トラストの活動に

も、さらに支援してほしい。 

新庁舎の整備にあたっては、現庁舎の空間特質として、

①広場を中心とした建物構成、②交流空間のつながり、

③ケヤキや池などの豊かな外部空間、④区民活動の舞台

となる区民会館、以上の４点をとらえ、昭和 34年完成の

区民会館ホールを保存・改修しながら、これらを継承、

発展させる計画としています。また、区民会館エントラ

ンスホールには、現庁舎壁面のレリーフを復元し、その

背面には、前川國男氏や現庁舎の記録等の展示を行うス

ペースを設置します。 

また、緑地保全について、民有地のみどりを保全する市

民緑地制度の実施主体である（一財）世田谷トラストま

ちづくりに対して、補助金を支出しています。その他の

みどりを保全する事業についても、適宜情報を共有し協

力・支援を図っております。 

145 玉川浄水場の敷地の一部を使用して、

道の駅や野菜販売所を設置してほし

い。 

玉川浄水場は都有地であることから、いただいたご意見

も参考に、さらなる住環境の維持・向上に努めてまいり

ます。 

146 老朽化に伴うマンションの建替えに

ついて、建築時の建築基準法と現在の

制度が異なるため、容積率や高さ基準

が新築時に確保できない問題が生じ

ている。現在のマンションと同程度の

容積率や高さを認める制度に見直し

てほしい。 

建築物に関する法令は、時代に合わせて変更が行われて

おり、原則、建替え時の規制が適用されます。老朽化マ

ンションのように新築時と規制が異なっている場合の建

替えには、総合設計許可制度、マンション建替え法に基

づく容積率許可制度や、高度地区の絶対高さ制限の特例

制度などにより同程度の建替えの可能性もありますので

ご相談ください。 

147 最寄り駅は明大前駅だが、駅周辺では

買い物が済まないため、頻繁に電車を

利用している。駅前にはタクシーが来

ないため、小型バスを運行してほし

い。 

新たなバス路線の導入は、バスが走行できる幅員の道路

が少ないこと、また運転手不足などから、小型バスの運

行であっても、容易ではありませんが、引き続き、バス

事業者と連携し、区内のバス交通の拡充に向けて検討し

てまいります。また、最近はアプリによるタクシーの手

配なども普及しております。 
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148 千歳船橋駅周辺は、駅前・自転車置き

場・バス通り等の汚れが酷い状態であ

る。 

区では、区民や事業者等と一体となってまちの環境美化

等を図っております。ご指摘いただいた千歳船橋駅周辺

においても、自治会や商店街とともに関係機関とも連携

し、清掃活動や区民周知などに取り組んでおります。引

き続き、これらの取り組みを通じ、区民等にまちの環境

美化等について理解を深めていただきながら、清潔でき

れいであり、かつ、安全で快適なまちづくりに取り組ん

でまいります。 

149 乳がん・子宮がん検診の受診票につい

て、２年に１度の郵送を待っていても

届かないため、確認したところ、66歳

以上は自分で送付を申し込む必要が

あるとのことだった。高齢になり、忘

れっぽくなる世代にこそ、一斉発送が

必要ではないか。 

がん検診の受診率向上は、区のがん対策を推進する上で

の重要な課題ですので、年齢の上限なく、対象年齢の方

へがん検診の案内が届く勧奨方法を検討いたします。 

150 老後を安全安心な住まいで過ごせる

ように、希望する人が入居できる老人

ホームを整備し、職員を増やしてほし

い。 

老後も住み慣れた世田谷で安全安心に暮らせるよう特別

養護老人ホームや高齢者グループホームの整備を引き続

き計画的に進めてまいります。あわせて、介護人材の確

保・育成やサービスプログラムの向上に向けた事業者支

援に努めてまいります。 

151 区内には、砧公園にある美術館や芦花

公園の文学館、三軒茶屋の演劇や下北

沢の音楽ホールなど、文化芸術事業が

展開されているが、各施設を 100円バ

スでつなぐサービスを展開してはど

うか。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 

152 空き家・空き地の有効活用として、区

が買い取るか期限付きで借り上げて

ほしい。また、避難場所としての活用

や集会所としての利用、大きな空き地

であればソーラーパネルの設置を検

討してほしい。 

空き家は個人資産であることから、ご本人の意向なしに

その個人資産を自治体が活用することはできません。引

き続き、所有者の意向を確認しながら活用が進むよう取

り組んでまいります。 

153 京王線の千歳烏山駅から仙川駅の高

架化を早く進めてほしい。 

京王線連立事業は、用地が連続して取得できた箇所から

順次工事に着工しております。引き続き、東京都や沿線

区、京王電鉄株式会社と連携し、早期完成を目指して取

り組んでまいります。 



45 

 

No 意見概要 区の考え方 

154 農地や緑地を活かして、主に高齢者や

障害者を対象とした園芸療法のあり

方を検討してほしい。農地や緑地の保

全・活用においては、高齢・障害・都

市農業・緑化等の各分野の部門間の連

携を求める。未耕作の農地や個人所有

の緑地を、区が率先して借り上げてほ

しい。 

区では都市農地貸借円滑化法などを活用し、高齢化など

の理由により営農困難となった農地を借り受け、区民農

園として農地の保護に努めております。 

また、農業と福祉分野が連携した「農福連携事業」につ

いても非常に有用な施策ととらえており、障害者の多様

な働く場の創出、また農業、農地保全の新しい手法のひ

とつとして、事業実現に向けて推し進めております。 

155 東京外かく環状道路と東名高速の合

流地点近くにスマートインターチェ

ンジを作ってほしい。 

計画段階において、東京外かく環状道路と東名高速の合

流地点付近にインターチェンジの設置を検討したもの

の、周辺道路でのさらなる混雑が見込まれることなどか

ら、設置が見送られました。スマートインターチェンジ

の設置も同様に、周辺道路の混雑などが予想されること

から、現時点で設置の予定はございません。東京外かく

環状道路が整備された際には、近接する東京インターチ

ェンジから東名高速を経由してご利用いただくことがで

きます。 

156 区民が安心して日々の生活が送れる

ように、以下の取組みを進めるべきで

ある。 

①自然災害へ対策や新たな感染症へ

の対応 

②人口の増大や人口構成の変化に対

する主体的かつ抑制的な対応 

③行政・区民との問題共有及びその情

報ネットワークの構築 

④高度情報社会（ＡＩ、ＩＴの進展）

への区民の参加の仕方 

区民は、共同社会の一員であり、善悪

を認識し良識ある行動が求められる。

そのためには、第一に区民の意識改革

が必要である。そして、外の改革のス

ピードに負けない情報連絡体制が必

要だ。 

区では平成 26年に策定した基本計画に基づき、参加と協

働による区政を推進してきました。今後、デジタル技術

も活用して、コミュニティや政策形成の議論を深めるデ

ジタル・デモクラシーにより、参加と協働をさらに発展・

深化させ、区民主体的に地域を運営していく住民自治の

推進を目指すとともに、区民への情報公開、情報提供の

充実を図ってまいります。また、区民生活の安全と安心

を守ることを最優先に、様々な取組みを行ってまいりま

す。 
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157 ペットは登録制とし、ペット税を徴収

し、それを財源にしてふんの始末や捨

てられたペットの保護等の費用に充

てるなど、ペットと共存しながら、街

の美化、人々の安全を守るルール・仕

組みづくりを希望する。 

社会構造や価値観の変化に伴い、心の癒しを求めてペッ

トと暮らす人が増えているといわれる一方、飼い主の高

齢化や近隣への配慮に欠ける飼育などが地域で問題とな

っております。こうした課題を解決するために、区では

令和３年度、区役所の関係所管だけでなく医師会やボラ

ンティア、都動物愛護センター等が情報共有や意見交換

を行う協議会の場を新設しました。 

個々のケースに沿った適切な支援が行えるよう、立場の

異なる様々な関係者の連携推進を図り、人と動物の調和

のとれた共生社会の実現を目指してまいります。 

158 電信柱や電線は、狭い路地での交通に

支障を来すとともに、災害時における

危険性や緊急車両の通行の妨げとな

ることが危惧され、違法広告の貼付の

原因にもなるため、美観の改善のため

にも、地下化を推進してほしい。 

区では、無電柱化の３つの目的である「都市防災機能の

強化」・「安全で快適な歩行空間の確保」・「良好な都市景

観の創出」のもと、世田谷区無電柱化推進計画を策定し、

無電柱化事業に取り組んでおります。 

159 高齢者に家庭菜園を勧めることを提

案する。張り合いのない生活を送る高

齢者も少なくない中、何かを創造し、

計画・実施して結果を得ることは、人

生の喜びにつながる。畑を所有してい

ない高齢者に対しては、小中学校の校

庭や公園の一部を畑地にしたり、隣接

自治体から土地を借りて区民に貸与

してはどうか。 

高齢者の方に限らず、新型コロナウイルスによる感染拡

大防止に向けてテレワークなど働き方や生活スタイルが

変化する中、家庭菜園や農業への関心も高まっておりま

す。ご提案いただいた趣旨等につきまして、今後の施策

検討において参考とさせていただきます。 
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160 以下の取組みを進めるべきである。 

・働き盛りの世代に対するＩＴ・機

械・設備・法律・会計等の実務教育支

援 

・高齢者の再就職に必要な職業訓練

の支援 

・成人を対象とした経済・政治・科学

等の教養講座の充実 

・スポーツ、サークル活動等の情報提

供、活動場所の支援 

・電線地中化、水害対策の強化 

・公園面積の拡充、街路樹の拡大 

・自転車専用レーンの拡充、車道の制

限速度の引き下げ、一方通行の道路の

増加による交通量の抑制 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 

161 祖師ヶ谷大蔵駅前広場の桐の木が撤

去されてから、次の樹木がなかなか来

ないので、早く対応してほしい。また、

広場のベンチの増設もお願いしたい。

掘り返しの工事が長く続いており、不

愉快である。 

祖師ヶ谷大蔵駅前広場では、令和３年度中の完成を目指

して広場整備工事を行っております。 

樹木は、腐朽により伐採した「広場のシンボルであった

桐」から種を採取し、後継樹を育てており、広場に移植

することとなっております。 

ベンチは、桐の木の周辺に 10～12人程度座れるサークル

ベンチと二人掛けのベンチ２基を設置することとしてお

ります。 

広場整備では、道路工事のほか電線地中化工事や商店街

灯工事など様々な工事を行っております。駅前広場を利

用する皆様には、ご不便をおかけしておりますが、ご理

解とご協力をよろしくお願い致します。 

162 砧１丁目から８丁目辺りにくるりん

バスを運行してほしい。 

バスが走行できる幅員の道路が少ないこと等から、現在、

砧１～８丁目地区を新たな公共交通不便地域対策のモデ

ル地区として指定し、ワゴンタイプの車両を活用した新

たな公共交通の導入の検討を進めております。 



48 

 

No 意見概要 区の考え方 

163 インターネット上で必要な情報を得

られる中、回覧を回す家は近年減少し

ており、回覧制度は不要ではないかと

感じる。また、赤十字募金は、世帯単

位だけでなく町会費からも一括募金

をしており、二重に募金するのはおか

しいのではないか。そして、敬老会の

記念品は、出席者や辞退者等が同じ町

会費を支払っているのもおかしいの

ではないか。 

町会・自治会は、地域の皆様が自主的に組織するもので、

区内には 194 ございます。回覧板や集金の取り扱いなど

の運営は、各々、自主的に様々な取り組みをされていま

す。区では、町会相互の活動状況の共有やＳＮＳなどの

ＩＴの活用支援などを通じて、町会・自治会の活性化、

加入率の向上に繋がるよう努めてまいります。 

164 「2030 年昼間人口 100 万人」を目標

として、鉄道事業者との協同による区

内駅へのシェアオフィスの設置や、せ

たがや Pay と連携した地域の個店支

援など、区内活性化の取組みとして世

田谷版ライフスタイルモデルを確立

すべきである。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 

165 祖師ヶ谷大蔵駅周辺は不便なので、環

状八号線に地下鉄を通してほしい。 

環状８号線を基軸とした新たな公共交通の整備について

は、平成 28 年４月の国の交通政策審議会答申において

「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの成長に資する

プロジェクト」に位置付けられていますが、その実現に

は事業採算性や整備方策など課題が多岐にわたることか

ら、東京都や沿線の関係区と共同で、整備に向けた調査・

研究活動を継続してまいります。 

166 ＳＤＧｓに関連して、家庭用生ごみコ

ンポストの普及や、太陽光パネルと蓄

電池をセットにした家庭用発電セッ

トを手掛けるスタートアップの積極

誘致を計画に位置づけてはどうか。 

ＳＤＧｓの推進にあたっては、民間事業者等との連携は

欠かすことのできないものであると考えており、いただ

いたご意見も参考に、ＳＤＧｓの達成に向け、取り組ん

でまいります。 

167 都市計画道路区域内の建築において、

補償金を目的とした建築が行われて

いると聞いている。その建築物に対し

て補償金を支払うことは、税金の使途

として不適切である。 

都市計画道路区域内は、都市計画法等による一定の制限

のもと建築することが可能です。また、区域内にある建

築物に対しては、「世田谷区の事業の施行に伴う損失補償

基準」に基づき適正かつ公平に算定し、補償しておりま

す。 
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168 東京 2020 大会のために整備した馬事

公苑の競技会場は、素晴らしい施設で

あり、使用せずに壊すのはもったいな

い。人口に対して有観客のスポーツ施

設が少ないため、馬事公苑の観客施設

を残すか、移設して活用してほしい。 

現在、馬事公苑では、東京 2020組織委員会による仮設施

設の解体工事が行われております。工事終了後、所有者

である日本中央競馬会（ＪＲＡ）がリニューアルオープ

ンに向け、第二期工事を開始し、工事終了は 2023年頃と

聞いております。今回のご意見はＪＲＡと情報共有させ

ていただくとともに、東京 2020大会会場のレガシーを今

後どのように活用していくか、ＪＲＡとともに検討して

まいります。 

169 建築基準法上の道路拡幅や隅切につ

いて、幅員４ｍ未満でセットバックし

た後に、Ｌ型や縁石の段差が残ること

で歩行者が躓いたり、自転車で転倒す

ることが多くなっている。路面とフラ

ットになるように規制してほしい。 

狭い道路の拡幅については、「世田谷区狭あい道路拡幅整

備条例」に基づき、建て替えの機会をとらえて拡幅整備

を進めておりますが、私有財産である土地の提供を伴う

ため、区による拡幅整備の必要性や各種助成制度の案内

等を行い効果的・効率的な道路整備を進めてまいります。 

170 神戸市等で実施されている高層マン

ション規制条例を、世田谷区でも早期

に制定してほしい。 

区では、神戸市の「住環境等をまもりそだてる条例」に

定める共同住宅等に係る指導、斜面地や地階の取扱い、

日影制限、紛争の調整等の各項目について、個別に条例

化等を行い指導しています。加えて、地区住民等の参加

と協働の下、都市計画法に基づく地区計画の策定など、

地区特性に応じた街づくりルールの策定等も行いなが

ら、建築誘導を図ることで、住環境の保全、育成に取り

組んでおります。 
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171 外出の際に休んだり、色々な人と接す

る機会を増やすことにつながるので、

ベンチを増やしてほしい。 

歩くことや移動することは健康に寄与することから、区

では、「ユニバーサルデザイン推進条例」の中で道路、公

園や緑道などには必要に応じてベンチを設置するよう定

めています。また、歩行や移動に障害がある人や、妊婦、

子どもを抱えた人など、長時間歩くことが困難な人でも、

外出中にひと休みできる場をつくろうと、「座れる場づく

りガイドライン」や「路上ベンチ等設置指針」を作成す

るとともに、ベンチの設置費用の助成やその周知に努め

てまいりました。さらに、関係所管と連携しながら、バ

ス停付近などを含む道路・公園・緑道などへのベンチの

設置に加え、花壇の縁の部分に腰掛けるタイプ、修景用

の石に腰掛けるタイプ、フェンスに腰掛けるタイプなど

様々な工夫を図りながらベンチの設置をしてきたところ

です。一方で、ベンチ設置にあたっては、その場所の安

全性や、沿道住民のご理解、ご協力など様々な条件に配

慮する必要があります。今後も引き続き、設置可能な箇

所にベンチなど座れる場づくりの創出に取り組んでまい

ります。 

172 現在区が実施している認知症やガン

等に関する講習会は、将来的に自身が

認知症やガンを発症することを想定

した人を対象としており、予防や対策

を目的とした内容ではない。これまで

の講習会のあり方を見直し、予防や対

策を主眼とした講習会を開催すべき

ではないか。 

講習会や説明会等に参加する方の特性や状況に応じて、

関心のある内容も様々であり、多様なニーズへの対応が

必要であると考えております。各分野の講習会等におい

て区が担う役割を踏まえ、内容の充実に努めてまいりま

す。 

173 自動者の走行速度を落とすため、一定

程度の通行量のある道路でセンター

ラインがない場合に、路面を横切って

約 50ｍ間隔で凸（バンプ）を設置し

てはどうか。 

ハンプを通過する車の衝撃により、騒音や振動が発生す

るなどの課題があり、設置にあたっては地元との合意の

上で行う必要がございます。こうした状況から、現地を

十分調査の上、交通管理者と連携し、現地に即した適切

な交通安全対策を行っております。 
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174 持続可能で効果のわかりやすい取組

みとして、例えば、空き家の庭や公園

の空き地などを活用した農園づくり

や、家庭生ごみの削減を目的とした公

共コンポストの設置、ブロッコリーや

ニンジン等のプランターで栽培でき

る野菜作りの推奨、プラスチック容器

入りの果物野菜はできるだけ買わな

いようにする運動等に取り組むこと

を提案する。 

ＳＤＧｓの達成や持続可能な社会の実現のためには、区

民や事業者など、あらゆるステークホルダーと連携した

分野横断的な取組みが求められており、いただいたご意

見も参考に、持続可能な世田谷の実現に向け、取り組ん

でまいります。 

175 景観を維持するために、高層マンショ

ンは低層化を図るべきだ。 

区では、平成 31年に区内全域で都市計画法に基づく絶対

高さ制限の全面見直しを行いました。他の住環境、風景、

みどり等の各条例とも連携し、良好な景観づくりに取り

組んでまいります。 

176 日常生活に自転車は欠かせないのだ

から、駐輪場を増設してほしい。 

一定規模以上の商業施設等を建築する際は、建築主にも

駐輪場の設置を義務づけています。また、区も民営駐輪

場整備助成などの制度を活用し、駐輪環境の整備に取り

組んでおります。駅にもよりますが、全体としては駐輪

場の整備は進んでおりますので、放置自転車整理誘導員

による誘導にも努めてまいります。 

177 歩道と車道の段差が４～５cm あるこ

とで、車いすや自転車が転倒すること

があるため、段差をなくしてほしい。 

車椅子使用者、ベビーカー等の利便性と視覚障害者の安

全な通行との双方を考慮し、歩道と車道との接続部分の

段差は、２cmを標準として整備を進めております。 
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178 街なかに小休憩ができるベンチを増

やしてほしい。高齢者の衰えは足から

来ると言われているが、ベンチがあれ

ば、高齢者の外出のきっかけになると

思う。 

区では、「ユニバーサルデザイン推進条例」を制定し、そ

の中で道路、公園などには必要に応じてベンチを設置す

るよう定めています。さらに、歩行や移動に障害がある

人や、妊婦、子どもを抱えた人など、長時間歩くことが

困難な人でも、外出中にひと休みできる場をつくろうと、

「座れる場づくりガイドライン」を作成し周知を図ると

ともに、現在、道路上にベンチを設置するための指針づ

くりを進めております。これまで、座れる場づくりにつ

きましては関係所管と連携しながら、バス停付近などを

含む道路・公園・緑道などへのベンチの設置に加え、花

壇の縁の部分に腰掛けるタイプ、修景用の石に腰掛ける

タイプ、フェンスに腰掛けるタイプなど様々な工夫をし

ながら対応してきたところです。しかしながら、ベンチ

を設置するには、その場所の安全性や、沿道住民のご理

解、ご協力など様々な条件を考慮する必要があり、充分

にベンチ等が設置できていない状況です。今後も引き続

き、設置可能な箇所にベンチなど座れる場づくりの創出

に取り組んでまいります。 

179 狭あいな住宅建設や違反建築物には

厳しい措置をとってほしい。 

土地が分割されて狭小な住宅が建設されることを抑制す

るため、主に住宅地（住居系の用途地域）では敷地面積

の最低限度を都市計画で定めており、地区住民等の参加

と協働の下、地区計画を定めて制限しております。また、

違反建築物に対しては、指導・処分など厳格に対応して

まいります。 

180 下馬通りは２車線でバスが運行して

いるが、大型車両が頻繁に通ることで

振動が発生している。また、直線のた

めスピードを出す車両が多く、住民が

不満を募らせている。バスは仕方がな

いと思うが、大型車両の乗り入れを規

制してほしい。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 
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181 防犯の街づくりの推進のため、例え

ば、全ての交差点・信号機に防犯カメ

ラを設置や、犯罪発生率の高い道路に

ＡＩカメラの設置など、具体的な取組

みを進めてほしい。 

区では、町会・自治会や商店街、事業者、警察などの関

係機関と連携し防犯カメラ設置に取り組んでおります。

いただいたご意見を踏まえ、今後も犯罪発生状況などに

応じてさらに設置促進してまいります。また、自主防犯

団体による防犯パトロール活動を支援・推進することに

より、犯罪が起こりにくい環境の整備に取り組んでまい

ります。 

182 ボタン電池の回収をお願いしたい。 ボタン電池については、現在でも一部製品に、微量では

ありますが水銀が使用されています。そのため特別区が

共同で運営している不燃ごみ処理施設において、搬入が

禁止されているため、区では収集しておりません。現在、

ボタン電池に関しては、拡大生産者責任の観点から「一

般社団法人 電池工業会」が一部眼鏡販売店や家電量販

店、スーパー等にボタン電池回収缶を設置し、回収、リ

サイクルを行っております。区内では、「メガネストアー」

や「コジマ×ビッグカメラ」、「西友」等に設置されてい

ます。ボタン電池の処分方法については、区が配布して

いる資源・ごみの収集カレンダー、または一般社団法人

電池工業会のホームページをご確認ください。区として

は、民間事業者による回収をはじめ、行政や民間企業等

で行っているリサイクル事業等の周知に引き続き努めて

まいります。 

183 遊休地や図書館の一室を活用して、情

報通信機器を内蔵した簡単な会話が

可能なハイテク人形など「笑い」をテ

ーマとする素材を展示し、「笑い」に

関心を持つ人々のための「笑いのハイ

テクスクエア」を作ってはどうか。知

と文化の場の提供となるとともに、地

域産業の活性化につながることが期

待できる。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 
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184 安心して最期の時を迎えられるよう

に、ひとり暮らしや夫婦のみ世帯が、

お墓や葬儀、住まいの処分、相続等を

相談できる一元的な窓口があるとよ

い。 

区内 28地区のまちづくりセンターに、あんしんすこやか

センター（地域包括支援センター）と社会福祉協議会地

区事務局が入り、「福祉の相談窓口」を設置しています。

「福祉の相談窓口」では、この三者が連携して、様々な

相談を受け付けています。「福祉の相談窓口」だけでは解

決できない専門的な相談は、担当組織や専門機関に引継

ぎ、適切な支援が受けられるよう対応しています。安心

して最期の時を迎えるための事業やご相談先について

は、その内容に応じて世田谷区社会福祉協議会や区民相

談などをご紹介しています。いただいたご意見につきま

しては、今後の参考とさせていただきます。 

185 区が計画時から 55 年間も継続して取

り組んでいる（通称）恵泉裏道路事業

は白紙に戻し、区と地域住民の協働に

よる公園広場等の跡地活用の計画を

新たに作るべきである。 

主要生活道路 106 号線（恵泉付近）の事業については、

早期の開通に向け、今後も取り組んでまいります。 

186 公共施設の駐車場を利用して、土日祝

日に個人で利用できるフリーマーケ

ットを開催してはどうか。 

現時点では、区がフリーマーケットを開催する予定はご

ざいませんが、過去に羽根木公園でＮＰＯ法人主催で実

施されたケースがありました。ご意見のとおり、ＳＤＧ

ｓの観点からもリユースの取組みは大切なものと認識し

ております。区としては現在、株式会社ジモティーとの

連携により、粗大ゴミのリユースを促進するため、「世田

谷区不用品持ち込みスポット」を設置して実証実験を行

っております。フリーマーケットとは形が異なりますが、

区として未来に向けてできることを少しずつ進めてまい

ります。 
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187 看護師等の医療従事者や介護従事者

への十分な支援を行い、区民が最期ま

で世田谷に住むことができるように

してほしい。 

住み慣れた自宅で医療や介護を受けながら生活する「在

宅医療」を区民に周知するとともに、人生の最終段階で

どのような治療やケアを望むのかを身近な人と繰り返し

話し合い、区民自らが決定していくＡＣＰ（アドバンス・

ケア・プランニング：人生会議）を普及することが必要

であると考えます。区では、「在宅療養」及びＡＣＰの普

及・啓発を図るため、ガイドブックを作成し、あんしん

すこやかセンター等を通じて区民に広く配布していま

す。また、医療・介護関係者を対象に、本ガイドブック

をより有効に活用するための講習会を開催するなど、医

療職・介護職への周知・普及を行っています。区では、

引き続き、様々な機会をとらえて「在宅療養」及びＡＣ

Ｐの周知・普及を図るとともに、研修の実施や各種経費

助成等を通して、福祉・介護人材の確保及び定着・育成

支援にも取り組んでまいります。 

188 緑道や空き地等にベンチを設置する

ことで、高齢者の外出を促進してはど

うか。 

区では、「ユニバーサルデザイン推進条例」を制定し、そ

の中で道路、公園などには必要に応じてベンチを設置す

るよう定めています。さらに、歩行や移動に障害がある

人や、妊婦、子どもをかかえた人など、長時間歩くこと

が困難な人でも、外出中にひと休みできる場をつくろう

と、「座れる場づくりガイドライン」を作成し周知を図る

とともに、現在、道路上にベンチを設置するための指針

づくりを進めております。これまで、座れる場づくりに

つきましては関係所管と連携しながら、バス停付近など

を含む道路・公園・緑道などへのベンチの設置に加え、

花壇の縁の部分に腰掛けるタイプ、修景用の石に腰掛け

るタイプ、フェンスに腰掛けるタイプなど様々な工夫を

しながら対応してきたところです。しかしながら、ベン

チを設置するには、その場所の安全性や、沿道住民のご

理解、ご協力など様々な条件を考慮する必要があり、充

分にベンチ等が設置できていない状況です。今後も引き

続き、設置可能な箇所にベンチなど座れる場づくりの創

出に取り組んでまいります。 

189 新型コロナウイルスへの対策のため、

国に対し、レストラン・喫茶店・公衆

浴場・店舗等が換気設備を設置する際

の補助金を要請してほしい。 

東京都では、中小企業等が感染症対策のため換気設備な

どを設置する場合の助成制度があります。国や都が実施

している様々な支援制度などについて、区として、周知

に努めてまいります。 
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190 介護従事者（ヘルパー等）に対する育

成・研修の充実を図るとともに、介護

のプロとして生活が可能な給与に上

げてほしい。また、介護従事者として

適性のある外国人労働者については、

人権に配慮して積極的に採用してほ

しい。そして、介護事業者（ケアマネ

ージャー）の経営内容が適正である

か、定期的に審査を行ってほしい。ま

た、近隣の高齢者を見守るシステムを

構築するために、区民を交えて検討す

る機会を設けてほしい。 

区では、介護保険制度の円滑な運営のため、引き続き介

護従事者の資質及び専門性の向上に取り組むとともに、

外国人人材を含む多様な人材の参入・活躍を促進してま

いります。また、介護従事者の給与の原資となる介護報

酬につきましては、機会を捉えて適切な報酬の設定など

を国へ要望してまいります。さらに、介護サービス事業

者に対しては、対象サービスの取扱いや介護報酬の請求

等に関する事項等について、周知徹底を図るため指導を

行います。なお、高齢者を見守るシステムにつきまして

は、地域住民同士の声かけや見守り活動を推進する「地

区高齢者見守りネットワーク活動」をはじめとした高齢

者の見守り施策を推進してまいります。また、見守りを

含む高齢者の福祉に関する計画策定に区民委員に参加い

ただくとともにパブリックコメントやニーズ調査を実施

するなど区民を交えて検討する機会を設けてまいりま

す。 

191 コロナ禍により、単身者が自宅で急死

した場合の対応における課題が顕在

化した。希望者が事前登録制で、定期

的に状況をチェックする仕組みがあ

るとよい。 

区では、令和３年２月より「世田谷区自宅療養者健康観

察センター」の運用を開始し、「架電による健康観察」「医

療相談窓口の設置」を一体で実施することに加え、自宅

療養者の症状等により、「訪問診療、薬剤配送等」につな

げる区独自の健康観察を実施してまいりました。昨年夏

の対応を踏まえ、自宅療養者への健康観察体制を強化し

てまいります。 

192 世田谷版ネウボラの取組みとして渡

される子育て利用券は、使用できるサ

ービスを精査してほしい。区内の店舗

でおむつや粉ミルクと交換できる方

が利用者としては助かる。 

「せたがや子育て利用券」は、妊産婦の方々が、地域の

中で子育て活動を行っている人や団体等とつながり、子

育てを始める契機として、ご活用いただくことを目的と

しております。そのため、提供するサービスは、物品購

入ではなく、妊産婦の方々および０～２歳未満のお子様

を対象としたサービスや支援となっております。尚、目

的に叶ったサービス提供事業者であるか否かにつきまし

ては、年２回の審査会で決定しております。 
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193 オンライン授業を拝見し、個性を消す

ような授業に恐怖を感じた。プッシュ

型の教育の時代ではないことを認識

し、子ども達の個性を伸ばす授業を考

えてほしい。給食は、有機野菜や生産

者の顔の見える食材を使い、安全安心

な給食を提供してほしい。マスクの強

要は人権侵害にあたる。自由意思で登

校を認めるべきである。 

区では、子どもたちの探究的な学びの実現を目指し授業

改善に取り組んでいるところです。オンライン授業にお

いては、授業方法や内容など、通常とは異なりますので、

効果的な授業のあり方について、研究してまいります。 

また、学校給食用の食品購入にあたっては、国が定めた

「学校給食衛生管理基準」に基づき、過度に加工したも

のは避け、鮮度の良い衛生的なものを選定すること、ま

た、製造業者、販売業者等の名称及び所在地、使用原材

料及び保存方法が明らかでない食品については使用しな

いなど、安全に配慮し選定しております。学校給食は、

国が定めた「学校給食摂取基準」に基づき、児童・生徒

に栄養バランスが取れた多様な食事の提供を基本として

おり、子どもたちの成長期に必要な栄養素を摂取するう

えで、牛乳やパンの提供は大事であると考えています。

今後も安全な給食提供と様々な食品を上手く組み合わせ

て栄養バランスの取れた給食提供に努めてまいります。 

194 防災・減災のため、電線の地中化と、

空き家・空き地の駐車スペースへの転

用等の有効活用を進めるべきである。

駐車スペースには電気自動車の充電

スペースを設けることで、脱炭素社会

の対策にもつながるのではないか。 

区では、無電柱化の３つの目的である「都市防災機能の

強化」・「安全で快適な歩行空間の確保」・「良好な都市景

観の創出」のもと、世田谷区無電柱化推進計画を策定し、

無電柱化事業に取り組んでおります。 

なお、空き家は個人資産であることから、ご本人の意向

なしにその個人資産を自治体が活用することはできませ

ん。引き続き、所有者の意向を確認しながら活用が進む

よう取り組みます。 

また、気候非常事態宣言を行い 2050年までに二酸化炭素

排出量実質ゼロを目指す世田谷区において、ＥＶの普及

は一層重要なテーマであると認識しています。現在、「地

球温暖化対策地域推進計画」の見直しを行っており、い

ただいたご意見も、今後の参考とさせていただきます。 

195 砧地域をはじめ、区内には映像・演劇・

アニメ等の文化情報発信拠点が多数

あるが、相互のつながりが乏しいため

このままで埋没しかねないと感じる。

横の連携を図る発信基地として再構

築することで、活性化に取り組んでは

どうか。 

区内の多様な文化資源の活性化についてのご意見とし

て、今後の施策検討の参考とさせていただきます。 
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196 ・保健所は人口に対して２か所必要

ではないか。 

・砧公園内に都立病院を設置すべき。 

・成育医療研究センターへのシャト

ルバスを運行してほしい。 

・ＮＨＫ付近に買い物ができる商業

施設を開いてほしい。保坂区長にＮＨ

Ｋの改革をしてほしい。 

いただいたご意見は、今後の施策検討の参考とさせてい

ただきます。 

197 等々力渓谷の水質を改善してほしい。 区では、定期的な巡回を実施するとともに、河川の汚濁

や有害物質の流入などによる河川事故が発生した際に、

現場確認や検体調査による原因究明を行っています。ま

た、区ホームページにて河川水質調査の結果公表や水質

汚濁に対する普及啓発を行っています。引き続き、家庭

排水の流入抑制や浄化設備の設置・管理を管轄する関係

所管と連携を図りながら、河川の水質保全に取り組んで

まいります。 

198 補助 54号線について、計画道路は実

行すべきだが、長い間進んでいない。

現況道路については、走行速度が上が

らず騒音を抑えるよう、対策等を強化

すべき。歩行者の安全確保を優先すべ

き。 

４つの政策の柱に基づく施策・事業として、都市計画道

路から地先道路までバランスのとれた道路ネットワーク

形成を目指しております。いただいたご意見も参考に、

「せたがや道づくりプラン」に基づき、区民の日常生活

を支える道路ネットワーク整備を計画的に進めてまいり

ます。また、現況区道につきましては、交通管理者であ

る警視庁と調整し、適切な安全対策等を実施してまいり

ます。 

199 歩きタバコや路上喫煙に対し、更なる

啓発・指導に取り組んでほしい。 

周知・啓発活動に取り組み、環境美化指導員による喫煙

者への巡回指導も行いながら、喫煙者のマナー向上に努

めてまいります。 

200 自転車の歩道通行を禁止してほしい。 道路交通法では、自転車は車道の左側通行が原則であり、

「普通自転車歩道通行可」の標識がある場合など、自転

車が歩道を通行することができることとなっています。

また、歩道を走行する場合は、自転車は車道側を徐行す

る必要があり、「歩行者優先」で通行するよう定められて

います。区は、交通安全教室の実施や広報活動等、様々

な手法により交通ルールの周知を図るなど、引き続き交

通安全啓発に取り組んでまいります。 
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201 城山通りに小型バスを運行してほし

い。 

区では、南北公共交通の強化や公共交通不便地域の解消、

高齢社会における移動利便性の向上を図るためコミュニ

ティバスの導入に取り組んでおります。新たなバス路線

の導入は、コロナ禍による利用者の減少や運転手不足な

どから、小型バスの運行であっても、容易ではありませ

んが、今後もバス事業者と連携し、区内のバス交通の拡

充に向けて検討してまいります。 

202 下高井戸駅前の高架化に伴う有効活

用に期待している。 

いただいたご意見は、京王線高架化に伴う、高架下等の

空間の有効活用を今後検討する際に参考とさせていただ

きます。 

203 路上喫煙に対して罰金を徴収するな

ど、取締りを強化してほしい。 

罰則規定につきましては、たばこルールの策定にあたり、

学識経験者、関係団体代表者等の外部委員を含む検討委

員会で検討し、罰則規定は設けないこととしたところで

すが、地域のたばこマナーが向上するまちづくりの実現

を目指すためにも、周知・啓発や環境美化指導員による

喫煙者への巡回指導を行ってまいります。 

204 自転車の歩道通行を禁止してほしい。 道路交通法では、自転車は車道の左側通行が原則であり、

「普通自転車歩道通行可」の標識がある場合など、自転

車が歩道を通行することができることとなっています。

また、歩道を走行する場合は、自転車は車道側を徐行す

る必要があり、「歩行者優先」で通行するよう定められて

います。区は、交通安全教室の実施や広報活動等、様々

な手法により交通ルールの周知を図るなど、引き続き交

通安全啓発に取り組んでまいります。 

205 歩行者・自動車・自転車が共存できる

安全な街づくりに取り組んでほしい。 

道路交通法では、自転車は車道の左側通行が原則であり、

「普通自転車歩道通行可」の標識がある場合など、自転

車が歩道を通行することができることとなっています。

また、歩道を走行する場合は、自転車は車道側を徐行す

る必要があり、「歩行者優先」で通行するよう定められて

います。区は、交通安全教室の実施や広報活動等、様々

な手法により交通ルールの周知を図るなど、引き続き交

通安全啓発に取り組んでまいります。 
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206 二子玉川の新規オープンの公園の木

陰に、ベンチを増設してほしい。また、

芝生内はペット立入禁止にしてほし

い。 

公園整備においては、公園面積や利用者数などから、ベ

ンチやパーゴラ（日除け棚）を適切に配置しており、ま

た、寄附ベンチ事業によるベンチの増設も行っておりま

す。また、樹木については、緑陰が確保できるまでに成

長するには時間を要します。今後も引き続き、快適に公

園を利用していただけるよう、ベンチの配置や植栽など、

近隣の方々の理解を得ながら、公園整備に努めてまいり

ます。これまでも、犬の散歩マナーに関する看板の掲示

や、パトロールの巡回などにより注意喚起に努めてまい

りました。引き続き、犬の散歩に関するマナー啓発プロ

グラムにも力を入れつつ、声掛けなどによる啓発も粘り

強く行ってまいります。 

207 空き家等を活用し、学校に行きづらい

子どもやお年寄りの集いの場を開い

てはどうか。 

空き家は個人資産であることから、ご本人の意向なしに

その個人資産を自治体が活用することはできません。引

き続き、所有者の意向に応じた活用が進むよう取り組ん

でまいります。 

208 地域活動は、町会や高齢者クラブ、Ｐ

ＴＡ等の既存団体への負担を掛けず

に実施してほしい。 

町会や高齢者クラブは、それぞれ自主的に活動されてい

ます。市民活動の支援として、相談事業、助成事業、活

動場所等を実施しており、地域との連携についても、情

報提供や相談に対応しており、今後も支援してまいりま

す。 

209 環状８号線の地下に鉄道を走らせて

ほしい。 

環状８号線を基軸とした新たな公共交通の整備について

は、平成 28 年４月の国の交通政策審議会答申において

「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの成長に資する

プロジェクト」に位置付けられていますが、その実現に

は事業採算性や整備方策など課題が多岐にわたることか

ら、東京都や沿線の関係区と共同で、整備に向けた調査・

研究活動を継続してまいります。 

210 屋外の喫煙所にブースを設置するな

ど、喫煙者も非喫煙者も安心して暮ら

せるまちづくりを進めてほしい。 

いただいたご意見は、今後の指定喫煙場所の整備を進め

るうえでの参考とさせていただき、喫煙する人もしない

人も安心して暮らせるように、地域のたばこマナーが向

上するまちづくりの実現を目指してまいります。 

 


